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第1章　序論

ト1　はじめに

本報告書は、平成16年度～18年度科学技術研究費補助金(基盤研究(B)(2))を受けて実

施された「200N/m1112級超高強度コンクリートによる新しい建築空間の創造に関する研究(潔

題番号163602788)」の成果を取りまとめたものである。報告書の前半は、柱、梁に200N/mmつ

級超高強度コンクリート(UFC　と略記)を用いた骨組における柱・梁接合部に関する耐震

実験(平成16年度に実施)の結果をまとめている。後半は、柱の外郭部にUFCを用いたプ

レキャスト合成柱と60N/mm2コンクリート梁よりなる柱・梁接合部に関する耐震実験(辛

成17年度に実施)の結果をまとめている。いずれも、平成17年度広島大学修士論文(上

甲尚典:超高強度繊維補強コンクリートを用いた柱一梁接合部の耐震性能に関する研究)

より引用した。

ト2　研究目的

本研究は、建築分野ではまだ実用化されていない200N/mm2級繊維補強超高強度コンクリ

ートを鉄筋コンクリートと組合せた新しい鉄筋コンクリート構造を開発し、これまでの建

築物に比べさらなる超高層化、大スパン化を図ることにより、新しい建築空間を創造する

ことを目的とする。強風や大地震などの厳しい外力下におけるこの種の建築物の挙動が未

解明なため、実験によって建物を構成する部材や架構の構造性能を明らかにし、それらの

結果をまとめて設計・施工指針を作成し実用化を図る。

この研究の目的とするところを、申請時の提案書に基づいて以下に具体的に示す。

1.研究の背景と目的

鉄筋コンクリート(RO造建築物に関する研究の発展と構造設計・施工技術の進歩により、

1980年代後半から続々とRC超高層集合住宅が建設されている。コンクリート強度では、

鉄の降伏強度の1/3にあたる100N/:mm　までが実用化され、50階を超える建物も実現しつつ

ある。低コストで居住性の良いRC超高層建築のニーズは依然高く、引続きさらなる高層化

が進められると考えられる。一方、地球環境への配慮等から建物の長寿命化がますます必

要となり、コンクリートに要求される耐久性レベルが上がるため、高教密化に加えて粘り

を付与することによりひび割れ幅を抑える技術も必要となる。また、長寿命化により供用

期間中の用途変更が必須となることから、多様な用途に対応する空間の自由度が要求され、

大スパンで薄肉の柱など、これまでのRC造建築ではなしえなかった新技術が必要とされ

る。

このような背景から、鉄と同等以上の圧縮強度を有すると共に大きな引張力も負担でき、

鉄に替わり得る構造材料としての「超高強度・高靭性コンクリート」が期待される。本研究
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では、粗骨材をなくし鋼繊維と高強度モルタルを組合せて鉄に替わりうる200-800N/mm2の圧

縮強度が得られ、通常のコンクリートより格段に高い引張強度と靭性が得られる新しいコン

クリート材料である「反応性粉体コンクリート(RPC) 」に注目する。この新しいコンクリー

ト材料であるRPCを実用化するための第一段階として、これまでの実用範囲の2倍の圧縮強度

を有する200N/mm'級RPCの実用化を目指す。

2.研究の目標と予想される成果

本研究の技術的な目標は、 200N/mm2級超高強度・高靭性コンクリート(RPC)の、 1)材

料としての特性(圧縮・引張特性、耐久性・耐損傷性など)、 2)部材(梁、柱、壁)とし

ての力学特性、 3)架構としての力学特性、を実験により明らかにし、 4)架構の構築方

法を検討する、ことである。ここでは、部材の全断面にRPCを用いる他、外殻プレキャス

ト部材(梁、柱)の外殻部にRPCを用いる場合やCFT構造における鋼管の代替としてRPC

を用いる場合を含む。

これらの検珂結果を踏まえ、鉄骨道の構造形態に匹敵する中断面部材建築、大スパン建

築や60階を超える超々高層建築など(例えば下図)をRC造で実現するために必要な設計・

施工の基礎資料を作成する。実用化に向けて設計・施工指針は不可欠であり、技術資料の整

備と共に、技術指針を作成することを本研究の最終目標とする。

3.研究の位置づけ

「超高強度・高靭性コンクリート(RPC)」の製作や材料特性についての研究は国内外で

進められている　RPCを橋梁に適用した例がいくつか報告されているが、建築への適用例は

まだ報告されていない。また、研究例がないために、 RPCを用いた建築部材や架構の力学的

挙動、耐久性、耐損傷性はほとんど知られていない。このように、この新しいコンクリー

ト材料RPCを建築構造に適用することを目的とする研究は、国内外共にまだ行われていな

いのが現状である。

超高蛍度・高靭性コンクリート

(RPC)の顕在化しているニーズ

・集合住宅の一層の高層化

・フレキシブルな空間自由度

-より広いスパン、細い柱

・建物の長寿命化

・短工期、ローコスト化

ー免震構造を併用して地震

力の影響をなくせば、思い

切ったデザインと新しい空

間の創造が可能になる。

-3-

ニ-ズは顕在化していないが超高強度・高靭性

コンクリート(RPC)が生かせるもの

・人工地盤

・メガストラクチャー

・立体有機都市、海上都市・海洋構造物

・大規模地下構造物
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第2章　　研究概要

研究組織、交付決定額(配分額)、研究発表など、本研究の概要を以下に示す。

2-1研究体制

研究代表者:

研究分担者:

研究分担者:

研究協力者:

研究協力者:

菅野俊介

荒木秀夫

福山　洋

下山善秀

木村秀樹

(広島大学大学院工学研究科教授)

(広島大学大学院工学研究科助教授)

((独)建築研究所　建築構造グループ上席研究委員

(太平洋セメント株式会社中央研究所研究企画部長)

((樵)竹中工務店技術研究所建設技術部主席研究員)

2-2　交付決定額(配分額)

交付決定額(配分額)　　　　　(金額単位:円)

直接経費 間接経費 合 計

平成 16 年度 4,600,000 0 4,60 0,000

平成 ー7 年度 5,2 00,000 0 5,20 0,000

平成 18 年度 1,2 00,000 0 1,200 ,000

総 計 ll,000 ,0 00 0 ll,0 00,000

2-3　研究発表

(1)学会誌等

1)山名慧他:曲げ試験によるUFCの引張性能評価、日本建築学会大会学術講演梗概集、

C2構造IV、 2007,pp55-56

2)上甲尚典他:200N/mm2級繊維補強コンクリートを用いた外郭プレキャスト柱梁接合部の

復元力特性に関する実験的研究、コンクリ・-ト工学年次論文集、 Vol.28, No.2、 2006年,

pp649-654

3)村上裕樹:200N/mm2級繊維補強コンクリートを用いた外郭プレキャスト柱の復元力特性

に関する実験的研究、コンクリート工学年次論文集、 Vol.28,No.2、 2006年,pp655-660

4) Shunsuke Sugano et al∴ Experimental Studies on Seismic Behavior of Columns and lntenor
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Beam-Coluiun Joints Which Used 200MPa Fiber-Reinforced Concrete, Proceedings of the 8(ll

U.S. National Conference on Earthquake Engineering, Paper No. 555, 2006

5)上甲尚典他‥200N!mm2級繊維補強コンクリートを用いた柱梁接合部の復元力特性に関す

る実験的研究、コンクリート工学年次論文集、 Vol.27,No.2、 2005年,pp691-696

(2)口頭発表

なし。

2-4　研究成果による工業所有権の出願・取得状況

出願なし。
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第3章　UFCを用いた柱梁接合部の復元力特性

■概要

近年、 100N/mm2級コンクリートを用いた建物が建設されるようになったが、それを超え

る強度のコンクリートは未だ実用化されていない。本研究は、設計基準強度120-200N/mm2

級の超高強度コンクリートの建物構造体への適用性を検討することを目的としており、こ

こでは新しいコンクリート系材料であるUFC (Ultra-high-strength Fibe卜reinforced Concrete)に

着目し、その利用を図る。

しかしUFCを利用した部材の復元力特性は未だ明確にされていないのが現状であり、実

験に基づき特性を把握することが必要とされている。そこで、本章では未だ実験例のない

UFCを用いた柱梁接合部の復元力特性を実験により検証しその結果について報告する。ま

た、本実験ではUFCに直径0.2mm長さ15mm、引張破断強度3000N/mm2の銅繊維を体積比

2%混入した。実験により、最大耐力が鋼繊維無混入の試験体は靭性保証型設計指針による

評価式に沿った値となり、鋼繊維混入の試験体は繊維の効果により評価式を大幅に上回る

ことを確認した。

3-1実験日的

本研究は末だ使用に至っていない設計基準強度200N/mm　級の超高強度コンクリートを

建築構造物に適用することを目的とし、 RC造建築物の今後の更なる超高層化を目指した研

究である。本実験の柱梁接合部とは、図-3-1のようにラーメン構造を反曲点位置、つまり

柱・梁の中央で切り出した一部分を想定し、 RPC　を用いた柱梁接合部において、実験例の

ない力学的特性の一つとして「水平力下の復元力特性」について述べる。実験因子は鋼繊

維の混入量、鉄筋径dの対する梁主筋の定着長さ(14d、 17d)として、一定軸力下での水

平力に対する柱梁接合部の限界変形・破壊性状・最大耐力・復元力特性を確認する。そし

て実験結果に基づき、靭性保証型設計指針による梁主筋定着長に関する評価式、および接

合部パネルのせん断耐力に関する評価式のUFCにおける適用性を確認することを目的とす

る。

[=議
7"Ti這完二二這這

l塑室izA蝣

Hsl

図-3-1柱梁接合部イメージ
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3-2　試験体設計

試験体の設計方針として、試験体はすべて接合部の耐力と梁の耐力が同程度になるよう

に設計し、梁曲げ破壊と接合部パネルせん断破壊が同時に起こることを意図した。またそ

の中で、梁主筋の定着長が靭性保証型設計指針の基準を満たすものと満たさないものを設

計し、定着長が破壊に及ぼす影響を確認することとした。

試験体を設計する際に使用した柱梁接合部のせん断耐力、柱・梁それぞれの曲げ耐力、

せん断耐力、付着耐力、コツタ一に関わる計算式をここに示す。また各値の計算は以fの

式に従うこととした。 (各値とも材料強度の適用範囲を本実験で用いる強度まで拡大して

適用することとする。 )

3-2-1柱梁接合部のせん断耐力の検討文献り

柱梁接合部のせん断耐力に対する設計では、せん断信頼強度Vtlが終局限界状態設計用せ

ん断力Vを上回るように設計する。しかし、本実験ではこれらの算定式が適応される範囲

外のためVt.≒Ⅵとし、既往の算定式のRPC-の適用性を検討する。

接合部のせん断強度Ⅵu

VjH -K^-FJ-bJ-DJ

FC :接合部の形状による係数　　十字型接合部ではK=1.0

q) :直交梁の有無による補正係数　　両側直交梁付き接合部の場合では<p=1.0

Fj :接合部のせん断強度の基準値(N/mm2)　Fj =0.8×oBO.7

CFB :接合部コンクリートの圧縮強度(N/mm2)

bj :接合部の有効幅(mm)　bj=bb+bai+ba2

bb :梁幅(mm)

bai : bi/2またはD/4のうち最小値(mm)

bi :梁側面から平行する柱断面までの長さ(mm)

D :柱せい(mm)

Dj :柱せいまたは90度折り曲げ筋水平投影長さ(mm)

終局限界状態設計用せん断力Ⅵ

Vj-T+C,'+C '-V -T+T'-VLI

Vc -2(Mh蝣Lh/L+Mh< LhyL<)l{Lc+Lc<)

Mb、 Mb':左右の梁端部モーメント(N-mm)

19-
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Lb、 U':左右の梁スパン長さ(mm)

L、 L':左右の梁の内法長さ(mm)

L。、 Lc':上下の柱の長さ(mm)

3-2-2　主筋径と部材せいの検討文献l)

梁主筋径と部材せいは以下の関係式を満たすよう設計する。

dk

rJ　ト,:
(1.旦)班
crォ　ーyv

db :梁主筋径(mm)

D :柱せい(mm)

Y:複筋比　(y-i.o)

oo!oB :応力度比　　軸力比0を想定しているのでao=O

oB :コンクリート圧縮強度(N/mm2)

oyy :主筋の上限用強度(N/mm2)　(ayy-1.25oy　鉄筋の信頼強度)

3-2-3　曲げ耐力の検討文献2)

Mu算定に必要な応力ブロック係数は、高強度になるにつれて完全弾性体の値(kl Xk3-0.50、

k2-0.33)に近づく11)とされているため、超高強度コンクリートレベルの応力ブロック係数

(k.、 k2、 k3:2001年度実験結果5)より算出)を用いた場合の終局曲げ耐力Muを算定する。

以下、左下付のCは柱を、 bは梁を表すものとする。

応力ブロック係数　*,-」,-0.736

柱の終局曲げ耐力cMu

N '蝣X,, '2 ㌢¥+cac-av(筈-i:dc.)+cat-a(晋-A)
蝣X,,

k¥ -k3-cb-c<7.〟

柱の曲げ終局強度時せん断力:Qn

cQimi -2cM,, /cL

梁の終局曲げ耐力bMu

Mtl -Cc(¥-k2)hxn + rCc{¥-k2)hxn +T(hd-hxn)
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W/>/^・/,*;+(/A.・/Aノ,g'蝣-ha,-^y)hxn-hac蝣,,Es蝣hec蝣hdc=O

Cc -krhxn-k^-hcrβ.hb

T-!A-^v

rCc - hac-hE:、蝣hSc{hx,, -bdc)lhxn

梁の曲げ終局強度時せん断力bQD

!sQ,m′ - 2hMJ ′,L

oB :コンクリートの圧縮強度(N/mm2)

b :断面幅(mm)

D :断面せい(mm)

a。 :圧縮鉄筋有効断面積(mm2)

at :引張鉄筋有効断面積(mm2)

oy :主筋の信頼強度(N/mm2)

d。 :曲げ材の圧縮縁から圧縮鉄筋重心までの距離(mm)

dt :曲げ材の引張縁から引張鉄筋重心までの距離(mm)

d :曲げ材の圧縮縁から引張鉄筋重心までの距離(mm)

Es :主筋のヤング係数(N!mm2)

L:クリアスパン長さ(mm)

図-3-2-3

終局強度等の応力度分布

3-214　せん断耐力の検討文献l)

まず基本的な考え方を述べる。柱や梁がその両端に曲げモーメント・せん断力・軸力を

受け、終局状態に達成するとき、部材両端の応力状態は通常図甘2-4-1のようになるC　こ

のとき部材内部の応力伝達機構はかなり複雑であるが、本指針では次の2種類を考えるO

第一は図-3-2-4-E(a)のように、部材両端の圧縮領域を対角線上に結ぶアーチ機構である。

ここで斜めのCはコンクリートの圧縮力を、水平方向のTは主筋の引張力を表す。第二は

図-3-2-4-H(b)のように、部材端の圧縮力が横補強筋の引張力に変換されてから伝わるとい

うトラス機構であるO　ここで水平方向のCはコンクリートまたは主筋による圧縮力を、水

平方向のTは主筋の引張力を表す。斜めのCはコンクリートの圧縮力を表し、鉛直方向の

Tは横補強筋による引張力を表す。ただし、図-3-2-4-n(b)は概念的なイメージであり、実

際には斜め圧縮力Cと鉛直方向のTは、図甘2-4-n(c)のように分布して伝わることになる。

図蝣3-2-4-H(d)は、図-3-2寸n(c)の一部分を拡大したものである。
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図3-2-4-I　部材両端の応力状態

a)アーチ機構のイメージ

三匡国
b)トラス機構のイメージ

主に主筋の付着力

横補強筋の
引張力 F< コンクリートの斜め圧縮力

C)トラス機構のやや詳細なイメージ　　　　　　d)トラス機構の釣り合い(0の部分)

図-3-2-4-n　トラス・アーチ機構のイメージ

せん断信頼強度式を用い、せん断信頼強度Vuは以下の3式による値のうち最小値とする。

K -M-Pve'<*m,・K-Je+ip-^B-

竹i-

r　=

A-0-(7B +pwe -crH,-ノ・

A-V-<7B

1

K-h

K-Je

5pmノ・CTり′、b・D

X　　　　2

p :トラス機構の角度を表す係数　　p=2-20Rp

Rp :終局限界状態でのヒンジ領域の回転角(rad.)

梁では0.2、ヒンジ計画をしない柱ではO

Pw。 :有効横補強筋比Jrwe-a.w/(be・S)

aw二一組の横補強筋の断面積(mm2)

be :トラス機構に関与する断面の有効幅(mm)

reffl闇

b e-

b S

H

D jーe

lI
-
l-

T蝣O 。1

Cノ

=ノ

b 「

図甘2-4-m　柱断面図

柱およびスラブ付きでない梁の場合は、外側の横補強筋の間隔

S :横補強筋の間隔(mm)

owy :横補強筋の信頼強度(N/mm2)　　ただし実せん断強度を求めるときは実強度)

je :トラス機構に関与する断面の有効せい(mm)

(外側の横補強筋のせん断方向への芯々間隔)

V :コンクリート圧縮強度の有効係数　　=(1-20Rp)Vo

Vo :ヒンジを懸隔しないときの有効係数　　Vo=3.68ob---333

-12-



〔

Voの設定について

γ ,-0.7-ob/200 (ただし恥の単位はN/mm-)とされているが、この式の適用範囲は

aB-60N/mm2 (600kgf/cm2)以下であるため、ここではNew RC総プロで採用された

cEB式γ。-3.68OB-0-333(ただし、 cfBの単位はkgf/cnr)を用いることとする。

oB :コンクリートの圧縮強度(N/mm2)

A:トラス機構の有効係数　　入=l-s!(2je)-bs/(4je)

bs :横補強筋の断面方向の最大間隔(mm)　bs=be/(N8+l)

Ns :中子筋の本数

b:断面幅(mm)

D :断面せい(mm)

0 :アーチ機構の圧縮束の角度

引張軸力を受けない柱、梁でL/D≧1.5の部材では　tan9=0.9×D/(2L)

L:クリアスパン長さ(mm)

312-5　付着耐力の検討文献1)

柱および梁部材では、終局状態における主筋の設計用付着応力度rcfが、付着信頼強度xbu

を下回るように設計する。

付着応力度　Tr

Tf=

db△cT

4(L-d)

db :主筋径(mm)

△ci :終局限界状態における部材両端部の主筋の応力度差(N!mm-)

柱では2oy (oyは鉄筋の信頼強度)梁ではl段目主筋2oyy、 2段目主筋1.5cyy

Jyyは鉄筋の上限用算定強度二1.25cy) (秦-3-2-5より)

表-3-2-5　鉄筋の信頼強度及び上限算定用強度
鉄 筋 の 種 類 信 頼 強 度 算 定 用 上 限 強 度 算 定 用

S D 2 9 5 A , S D 2 9 5 B 1 .0 a ,, 1 .3 a

S D 3 9 5 , S D 3 9 0 1 .0 a . 1 .2 5 a .

高 強 度 せ ん 断 補 強 筋 1.O cT -

L:部材のクリアスパン長さ(mm)

d :部材の有効せい(mm)

-13-



付着信頼強度　Tb。

<1段目主筋の付着信頼強度>

・h,, - α′ {(0.086-6, +0.1 1)^石+k.、′)

αt :上端筋に対する付着強度低減係数1.0

bj - min(0,、′A)

K-

k,-

b-Nrdh

Nr dh

J2(da +dc′)-dk

b :部材幅(m111)

Nl :一段自主筋の本数

d。S :主筋の中心から側面までのかぶり厚さ(mm)

d。t二主筋の中心から底面までのかぶり厚さ(mm)

kst :横補強筋の効果k、′ -
(56+ 47NJN,)/(b、、′ +1)A,

1464, /K*)

N、、言一組の横補強筋の足数(-Ns+2)

pw :横補強筋比

Aw :横補強筋1本の断面積(mm-)

S :横補強筋間隔(mm)

Ns :中子筋の本数

<2段目の付着信頼強度>

・/"′, - α2α′ {(0.0866.、′ + 0.ll)^右+k.、・′2)

b.、,72 -
b-N2-dh

N2 -dh

k.V′2 - 103(6,2 +1)/?,,

N2 : 2段目主筋の本数

α2 : 2段目主筋に対する付着強度低減係数0.6

U U
FS a

巨 1:悪 豊 の

冒

^ ^ ^ u
「ー ∩

●

図-3-2-5

付着強度確保の対象となる主筋

(bc′≧b、′のとき)

(b。′< b.、′のとき)

ここで次節に示すように計算耐力の値では、付着耐力が最も低い値となっており試験体

は付着破壊すると考えられるが、白井らの研究12)によりRPCは鋼繊維の影響で通常のコン

クリートよりも大幅に付着耐力が上昇すると考えられ、付着破壊しないと考えられる。
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3-2-6　コツターの設計文献3)

柱と梁の打ち継ぎ面にはコツタ-を設け、せん断力の伝達を確実にし、またせん断力加

力時の梁部分のずれを防止する。コツタ-のせん断強度は以下の2式による値の最小値と

する。以下の算定式ではコツタ-を左右に分けて考えるものとするGまた、図-3-2-6にコツ

タ-接合部断面図を示す。

QL - rmn{QIM,QLsk2)

n

QL、" - αC,β′一∑W:蝣X,
～.-H

n

Q,,ki - 0-5,/石∑a,蝣w,
uI-‖

QR - rmn{QHsk],QRsk2)

n

Qr、ん1 -α 'HR∑w,蝣x,
勺.-‖

肌

QrsA -0.5応∑b:蝣W,
・B

QL :左側コツタ-の破壊で決まる場合のせん断強度(N)

QR :右側コツタ-の破壊で決まる場合のせん断強度(N)

n :前面に支圧応力の発生するコツタ-の個数

Ⅹi:コツタ-の高さ(深さ) (mm)

wi:コツタ-の接触面幅(mm)

obl :左側のコンクリートの圧縮強度(N/mm2)

OBR :右側のコンクリートの圧縮強度(N/mm2)

α:支圧耐力係数(安全側で1.0とする)

ai :左側のコツタ-付け根長さ(mm)

bi :右側のコツタ-付け根長さ(mm)

ただし、コツタ-のせん断強度を0.5^石としている。

-　5-
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図-3-2-6　コツタ-接合部断面図



3-3　試験体概要

3-3-1試験体一覧及び試験変数

試験体は全部で4体とし、試験体名は梁主筋の定着長さ、鋼繊維の有無に由来し、J14NF、

J14FM、 J17NF、 J17FMとするoここで、 J14NFを例にとって、 Jは接合部Jointの頭文字、

14は梁主筋の定着長さを鉄筋径dで除した値、 NFは鋼繊維を混入していないことを示す。

寸法は、 J14シリーズは柱寸法350millX350mm、梁寸法330illmX280millとし、靭性保証型耐

震設計指標の必要定着長さをより短くし、これによって梁主筋の抜け出しが起こることを

設計上は期待する。一方、 J17シリーズは柱寸法420mmx420mill、梁寸法500mmx340mmと

し、靭性保証型耐震設計指標の必要定着長さをし、梁主筋の抜け出しが起こらないことを

意図する。またパネルのボリュームを変更することによって、パネルのせん断耐力および

せん断変形がどう変化するかを検討することを目的とする。

使用した鉄筋は、柱主筋にD29-SD980を14シリーズの試験体に12本、 17シリーズの

試験体に16本、梁主筋にD25-SD685を14シリーズの試験体に10本、 17シリーズの試

験体に16本となっており、横補強筋として柱にD8-SD785、梁にD6-SD685を全て80mm

の間隔で配筋した。使用鉄筋概要を表3-3-1-I 、試験体一覧を表-3-3-1-n、試験体耐力計

算値を表-3-3-i-mに示す。また図-3-3-1に試験体配筋図を示す。

表13-3-1- 1使用鉄筋一覧

柱

主筋 横補強筋

強度(N ′m m 径 本数(本) 強度(N /m m ") 径 間隔(m m ) サイズ(m m )

J 14 シリーズ
98 0 D -2 9

12
78 5 D -8 s o

3 10×3 10、3 10×15 0

J 1 7シリーズ 16 37 8×3 78、3 78×2 14

梁

主筋 横補強筋

強度(N /m m ) 径 本数(本) 強度(N /m m ) 径 間隔(m m ) サイズ(m m )

J 14シリーズ
68 5 D -25

10
6 8 5 D -6 8 0

29 0×136 、29 0×136
J 17シリーズ 16 4 50×2 90 、4 50×124
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義-3-3-1-I　試験体一覧

試験体名 鋼繊維の混入量 (% ) 柱寸法 (m m ) 梁寸法(m m ) 梁主筋の定着長 さ(m m )

J 14N F 0
3 50×3 50 3 30 ×2 8 0 3 50 (= 14 d)

J 14F M 2 .0

J 17N F 0
42 0×4 20 5 00 ×340 42 0 (= 17 d)

J 17F M 2 .0

義-3-3-トⅢ設計耐力一覧

接合部 染 柱

CM ,

メ

せん断
卿 封大型

接合部設計用

せ∴IW h

V /kN )

せん断 終局曲げ
曲げ終局

強度時

せん断力

bQ m,(kN )

せん断 せん断 終局曲げ
曲げ終局

強度時

せノLJ折力

cQ m (m

せん断 せん断

強度 余裕度 モーメント 信頼強度 余裕度 モーメント 信頼強度 辛frfせ /b叫1

Vju(kN ) Vju′Vj b叫.(kN ・m ) i,V L(kN ) bY A O u C叫,(kN ・m ) y um ĉ /CC L ,

J17FM , J 17N R 4429 44 48 1.00 812 537 862 1.6 1 99 1 1239 1621 1.3 1 .22

J14FM , J14N H 3059 3083 0.99 373 246 509 2 .07 692 865 128 1.48 1.86

(試験体梁部分一覧)

梁 せ い 梁 幅
横 補 強 筋

間 隔

(m m )

横 補 強 筋 比 引 張 鉄 筋 比
曲 げ 終 局 時

せ ん 断 力

.Q m u(k N )

せ ん 断

信 頼 強 度

bV u k N

せ ん 断

余 裕 度

bV u/liQ ir

付 着 応 力 度

付 着

信 頼 強 度

(m m ) (m m ) bp 、.v( % ) -,p l(% ) ℃K N /m m ゴ) T hi

(N /m n T )

J 1 4 シ リー ズ 2 8 0 3 3 0 8 0 0 .5 7 2 .7 4 2 4 6 5 0 9 2 .0 7 7 .6 1 3 .7

J 1 7 シ リー ズ 3 4 0 5 0 0 s o 0 .4 7 2 .3 9 5 3 7 8 6 2 1 .6 1 8 .2 9 .8

(試験体柱部分一覧)

柱 せ い 柱 幅
横 補 強 筋

間 隔

(m ro >

横 補 強 筋 比 引 張 鉄 筋 比
曲 げ 終 局 時

せ ん 断 力

cQ m u(k N )

せ ん断

信 頼 強 度

<V u k N

せ ん 断

余 裕 度

蝣蝣V u/<-C

付 着 応 力 度

付 着

信 頼 強 度

(m l山 (m m ) *>w (% ) く蝣p i(% ) TlベN ′m m ゴ)
T LLLt

(N /m irT )

J 1 4 シ リー ズ 3 5 0 3 5 0 8 0 1 .1 0 3 .3 4 8 ()5 1 2 8 1 1 .4 8 7 .0 8 .4

J 1 7 シ リー ズ 4 2 0 4 2 0 8 0 1 .0 2 1 .8 2 1 2 3 9 1 6 2 1 1 .3 1 7 .7 9 .4
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<J14シリーズ>

2 5 2 4

I

⊂⊃i
C ) i
CO

、

～
i

i

i

⊂) I
⊂)
(0

1l..・.

in
Cf)
(〇

CO 1- 8 0

[

白

LI

コ

△
■

1 3 3 6

⊂)
Lrつ
N

<J17シリーズ>

L4

堕 主筋 :16-D 29-SD 980

横補強筋 :D 8-SD 785@ 80

塗 主筋 :16-D 25-SD 685

横補強筋 ‥D 6-SD 685@ 80

〟

-
150
-
3 -

」19~~9

⊂)
CY?
C、つ

!H !

堕 主筋 : 12-D 25-SD 980

横補強筋 :D 8-SD 785@ 80

塗 主筋 : 10ーD 25-SD 685

横補強筋 :D 6-SD 685@ 80

図-3-3-1試験体配筋図および断面図
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3-3-2　配筋方法

配筋方法の手順を下記の(1)-(5)に記す。

(1)主筋・横補強筋をサンダーで削り、紙やすりで表面を仕上げ、ゲージを貼る。

(2)梁主筋を梁横補強筋に通し、あらかじめマーキングしておいた部分に等間隔に結束

し、ゲージを養生する。

(3)完成した梁部分に柱主筋と柱横補強筋を通し、梁部分同様等間隔に結束して、ゲー

ジを養生して配筋完了。

(4)最後に柱と梁の端部に底板を溶接する。

ゲージ貼付～溶接完了までの写真を写真-3-3-2- I -3-3-2-Wに示すO

写真-3-3-2- I　鉄筋研磨

写真-3-3-2-m　ゲージ貼付完了

写真-3-3-2-1ゲ-ジ貼付

写真-3-3-2-IV梁鉄筋結束

-　9-



写真-3-3-2-IE　ゲージ養生

写真-3-3-2-V　柱部分組立て

写真-3-3-2-VH底板溶接

*m

写真-3-3-2-IV梁部分完成

写真-3-3-2-VI配筋完了

写真-3-3-2-W溶接完了

-20-



3-3-3　UFC調合方法

uFCの構成材料はセメント・反応性微粉末・桂砂などをあらかじめ混合したプレミック

ス粉体・水・高性能専用減水剤・鋼繊維であり、高性能専用減水材はあらかじめ水と混ぜ

た状態で投入する。調合を表-3-3-3に、プレミックス粉体と鋼繊維の写真を写真-3-3-3に

示す。

表-3-313　UFC調合表文献4)

プレミックス粉体 水(高性能減水剤固形分5kg含む) 鋼繊維

N F
2254 180

0

FM 157

写真-3-3-3　プレミックス粉体と鋼繊維

3-3-4　UFCの練り混ぜ方法

プレミックス粉体・水・専用高性能減水剤を強制バン型ミキサーに投入し、約10分間混

練する。その後鋼繊維を投入し、再度約3分間の混練を開始する。混練終了後、 uFCのス

ランプフロー試験を実施し(目標フロー260±10mm) 、混練後の温度の計測をした。スラ

ンプフロー試験の結果を表-3-3-4に示し、UFC混練に使用した装置、材料及び混練の様子、

スランプフロー試験の様子を写真-3-3-4- 1 -3-3-4-Ⅵに示すC

義-3-3-4スランプフロー試験結果

ス ランプ フロー値 (m m ) 20 0m m 到達時間(S) 温度 (℃ ) 外気温 (℃)

柱 (8′19 打設 ) N F 2 77 ×27 5 6 .9 3 36 .1
32 .5

F M 2 70 ×2 6 8 8 .0 9 3 7.3

梁 (8′20 打設 ) N F 2 56 ×24 3 8 .5 7 3 7.8
34 .2

F M 2 46 ×24 0 10 .10 38 .8

-2　-



写真-3-3-4-I　プレミックス粉体

写真-3-3-4-m水と高性能減衰剤混入

写真-3-3-4-V練混ぜ完了

写真-3-3-4-Ⅱ　高性能減衰剤と鋼繊維

写真13-3-4-1V鋼繊維混入

写真-3-3-4-VIスランプフロー試験
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3-3-5　打設方法

打設は、まず配筋の完成した試験体を木製の型枠に入れ込む,:実際のフル断面のプレキ

ャスト接合部を想定して最初に柱部分だけを打設し、その後梁を打設する。打設の作業工

程を写真-3-3-5- I -3-3-5-1Vに示すC　また柱と梁の継ぎ目には段差12mmのコツタ一一(突

起物)を設け、せん断力の伝達を確実にし、またせん断力をかけたとき梁部分全体がずれ

るのを防止する。コツクーの詳細を写真-3-3-5-V、図-3-3-5に示す。

写真-3-3-5- I　柱型枠設置

写真-3-3-5-El柱打設後、梁型枠設置

写真-3-3-5-V　柱梁境界面コツター

写真-3-3-5-n　柱部分打設
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写真-3-3-5-17打設完了

段差12mmHツター

図-3-3-5柱梁境界面コツター



3-3-6　脱型・養生方法

UFCは打設後、一次養生・二次養生に分けて養生を行う。これらの養生条件を満たすこ

とによって、 200N/mm2級の圧縮強度が得られるとしている。以下に一次養生・二次養生の

手順を記す。

一次養生として、打設終了直後から打設面に水を噴霧し、濡れウェスを被せて48時間の

湿潤養生を行う。なおテストピースについてはモールド(サミットモールド)の上面に水

を噴霧しラップで覆い、現場封械養生とした。

二次養生とし、 90℃で48時間の高温蒸気養生を行う。このとき、温度上昇は15℃/hour

とし、所定の蒸気養生装置に試験体が収まらないためシートを被せて密封し、 100%湿潤状

態で蒸気養生を行った。養生の作業工程を写真-3-3-6- I -3-3-6-mに示す。また蒸気養生

中の温度履歴を図-3-3-6に示す。

写真-3-3-6- I　水の噴霧

写真-3-3-6-ff1 2次養生(蒸気養生)

写真-3-3-6-1 1次養生(湿潤養生)
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図-3-3-6蒸気養生温度履歴



3-3-7　材料特性

i) UFC

強度管理用のテストピース試験には、太平洋セメント株式会社所有の株式会社前田試験

機製作所製　耐圧試験機を用い、圧縮試験を行った。荷重は試験機からの検出値を測定し、

ひずみデータはテストピース側面中央部表裏に貼付した2枚のストレインゲージによって

測定した。その際UFCの特性上、爆裂破壊による試験体の飛散を防止するため、テストピ

ーース周囲を保護して載荷を行った。

テストピースは>50×100、 100×200で、試験体と同時に製作して同条件での養生を行

った。写真-3-3-7- 1 、 3-3-7-Hにテストピース載荷試験の様子を示す。また図-3-3-7- I

-3-3-7-1V、表-3-3-7に圧縮試験の結果を示す。

写真-3-3-7- I　載荷装置

1000　　2000　　3000　　4000　　5000

ひずみ　u

図-3-3-7- I　柱NFC8/19打設)

写真-3-3-7-n　載荷状況

∈
・=

-Lr
。

・R
哩
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1000　　2000　　3000　　4000　　5000

ひずみE(〟)

図-3-3-7-1柱FMC8/19打設)



1000　　2000　　3000　　4000　　5000

ひずみf(〟)

図-3-3-7「Ⅲ梁NF(8/20打設)

1000　　2000　　3000　　4000　　5000

ひずみE(〟)

図-3-3-7-1V梁FM (8/20打設)

義-3-3-7- I　圧縮試験結果

試 験 日
高 さ平均

(m nO
重 量 (g )

単位 容積

質 量 (k g′m =ー)
充 填 率 荷 重 (k N )

強 度 (N /m m 一) リ
ン グ係 数 (N /m m " ポ ア ソン比

試 験 値 平均 試 験値 平均 試験 値 平 均

N F (8 ′1 9 ) 9 ′8

19 5 .7 6 3 6 14 .3

2 4 8 3

0 .9 4 7 1 4 9 6 1 9 0 .5

1 8 1 .7

4 9 6 5 6

5 0 1 1 9

0 .18 7

0 .1 8 819 5 .8 6 3 6 2 9 .8 0 .9 5 0 1 3 4 6 1 7 1 .4 5 0 6 7 9 0 .19 1

19 5 .8 5 3 6 2 4 .0 0 .9 4 9 1 4 3 9 1 8 3 .2 5 0 0 2 1 0 .18 7

F M (8′1 9 ) 9 ′8

19 7 .3 3 3 8 7 0 .2

2 5 9 1

0 .9 6 4 1 6 2 1 2 0 6 .4

2 0 5 .3

5 2 8 9 3

5 3 0 6 4

0 .18 9

0 .1 9 119 5 .7 8 3 8 3 3 .9 0 .9 6 2 1 5 8 6 2 0 1 .9 5 3 3 3 9 0 .18 8

19 5 .′3 6 3 8 2 5 .7 0 .9 6 2 1 6 3 1 2 0 7 .7 5 2 9 5 9 0 .19 G

N F (8 /2 0 ) 9 ′8

19 5 .6 9 3 6 4 0 .8

2 4 8 3

0 .9 5 4 1 4 8 0 1 8 8 .4

1 9 0 .5

5 16 8 2

5 1 3 9 7

0 .18 6

0 .1 8 519 4 .8 1 3 6 3 1 .8 0 .9 5 6 1 5 0 3 1 9 1 .4 5 16 1 4 0 .18 7

19 6 .5 7 3 6 5 5 .6 0 .9 5 4 1 5 0 5 1 9 1 .6 5 0 8 9 5 0 .18 3

F M I ′2 0 ) 9 ′8

19 7 .4 2 3 9 0 7 .6

2 5 9 1

0 .9 7 3 1 6 2 1 2 0 6 .4

2 1 0 .9

5 4 3 8 2

5 4 9 7 7

0 .18 7

0 .1 9 119 7 .9 8 3 9 2 9 .0 0 .9 7 5 1 6 5 5 2 1 0 .7 5 5 4 3 3 0 .1 9 3

19 7 .7 4 3 9 19 .2 0 .9 7 4 1 6 9 4 2 1 5 .7 5 5 1 1 5 O .i !):)

ii)鉄筋

強度管理用の鉄筋試験には、太平洋セメント株式会社所有の株式会社前田試験機製作所

製　万能試験機を用い、引張試験を行った。荷重は試験機からの検出値を測定し、ひずみ

データは鉄筋側面中央部表裏に貼付した2枚のストレインゲージによって測定した。

本実験では柱主筋にD29-SD980、梁主筋にD25-SD685、柱横補強筋にD8-SD785、梁横補

強筋にD6-SD685を使用しており、横補強筋は外周筋、中子筋ともにガス圧接されたものを

使用した。これらの鋼材の引張試験の様子を図-3-3-7-Ⅴ、写真-3-3-7-HI-3-3-7-Vに示

す。また引張試験の結果を図-3-3-7-VI-3-3-7-IX、表-3-3-7-1に示す。
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図-3-3-7-V試験体

.'13提面河

非溜積箇所
ひずみm這

つかみ間隔M OD

写真13-3-7-Ⅳ試験体

10000　20000　30000　40000　50000

ひずみ　u

図-3-3-トVI D25-SD685 (溶接なし)

写真-3-3-7-m載荷状況

写真-3-3-7lV　試験後
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10000　20000　30000　40000　50000

ひずみと(〟)

図-3-3-7-VII D25-SD685 (溶接あり)



10000　20000　30000　40000　50000　　　　　　0　　20000　40000　60000　80000　100000

ひずみ　U)　　　　　　　　　　　　　　　　　ひずみ　U)

図-3-3-7-M D8-SD785　　　　　　　　　　　　図-3-3-7-K D6-SD685

義-3-3-7-I　引張試験

鉄 筋 種 類 鉄 筋 径
降 伏 強度 (N /m m ") 降 伏 ひ ずみ (p ) 引 張 強度 (N ′m m ") 破 断 伸 び (% ) ヤ ン グ係 数 (N ′m m ")

試 験 値 平 均 試験 値 平 均 試 験 値 平 均 試 験 値 平 均 試 験 値 平 均

S D 9 8 0 D 2 9 (溶 接 あ り)

10 5 1

1 0 4 9 .2

10 7 4

10 7 5 .2

1 2 .1

1 2 .2

10 5 2 10 8 0 l l-丁

10 4 3 10 7 7 1 3 .0

10 5 1 10 7 4 l l.8

1 0 4 9 10 7 1 1 2 .3

S D 6 8 5 D 2 5

(溶 接 な し)

69 9 .1

7 0 7 .2

4 4 3 3 .3

4 7 8 6

9 3 9 .0

9 4 5 .9

1 3 .1

l l .4

18 12 0 0

1 7 8 6 0 07 0 9 .2 4 8 16 .4 9 4 5 .3 1 0 .1 1 7 8 0 0 0

7 1 3 .3 5 1 0 8 .5 9 5 3 .2 l l.1 1 7 6 7 0 0

(溶 接 あ り)

69 4 .2

7 1 1▼2

4 6 2 6 .8

5 2 6 7

6 9 9 .4

7 2 4 .7

0 .5

0 .8

1 7 3 0 0 0

1 7 2 7 0 07 1 8 .3 5 4 0 0 .9 7 2 9 .0 1 .0 1 7 0 9 0 0

7 2 1.0 5 7 7 1 .8 7 4 5 .6 1 .0 1 7 4 1 0 0

S D 7 8 5 u s

1 0 0 5 .7

1 0 5 6 .6

7 8 4 8 .8

7 0 3 9

1 17 3 .4

1 1 9 4 .3

7 .8

8 .9

1 7 5 1 0 0

1 8 2 4 0 01 0 0 8 ▼8 7 1 12 .7 1 2 0 1ー2 9 .4 18 9 6 0 0

1 1 5 5 .2 6 1 5 4 .9 1 2 0 8 .2 9 ▼4 2 8 2 1 0 0 * '

S D 6 8 5 D G

6 6 6 .2

6 7 4ー1

3 6 6 3 .6

3 6 8 8

8 6 4 .6

8 7 7 .8

18 3 0 0 0

1 8 2 8 0 06 6 0 .0 3 6 4 8 .8 8 6 3 .0 18 0 8 0 0

6 9 6 .0 3 7 5 2 .3 9 0 5 .6 1 8 4 6 0 0

☆1)明らかに不適当な値なので平均計算には加えない
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3-4　実験方法

3-4-1載荷方法

本実験の加力は試験体固定のために柱に5t程度の軸力をかけ、梁両端に固定したIOOt

級の油圧ジャッキを用いて、正負交番繰り返しせん断力を載荷する。載荷履歴は変形角±1、

2、 3.3、 5、 7.5、 10、 15、 20、 30、 40、 50/lOOOrad.と徐々に変形が大きくなるよう載荷し、

2サイクルを原則とした。また計測装置データロガーは東京測器製のTHS-1000を使用し、

制御装置は山本紅重機株式会社製の電動油圧ポンプユニットを使用した.図-3-5-トIに載

荷装置、図-3-5-トⅡに載荷プログラムを示すO　また写真-3-5-1- I -3-5-1-IIIに載荷装置

の写真、写真-3-5-トⅣ～3-5-1-Kにコンピュータ・制御装置・計測装置を示す。

2 0 0 0 0k N 可力装 置

ノ淵 ′/シニ

害 - l

「 。

くワ..

ー

,2 50 . .2 62 ▲ .2 6 2 250 ,
; 嘉 - -

消 氾芯ミミ
撹. き賢覧三……….三

漢
くや
PjJや
、よ
潤ち,ど
報

!蝣蝣ァロー ドセル 0

10 0 0/ 2 0 0 0k N 畠

W L :ク1 5 m 昌

- [

一一一lt'E !I I

～

-

.=r
「
一
一
i
J
i.

引き:16 0 m m 巨 f

ジャッキ

10 0 0′2 0 0 0 kN
i…….……巨…

一三
「

..、

Emii^ ^ H i -
UHHHHHK=SI -

1 .5 ー2 .5 2

図-3-4-1- 1載荷装置
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0.05

0.04

0.03

-′「、　　　0.02

召　。.01I

*!蝣!ら

∴　二
一0. 02

-0. 03

-0.04

-0.05

1〔　　　　　　　　20　　　　　　　　SO　　　　　　　　40

STEP

図-3-4-1-n　載荷プログラム

写真-3-4-トI　載荷装置

写真-3-4-トⅢ載荷装置

写真-3-4-1-1載荷装置

写真-13-4-1-IV　コンビュ-タ-
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写真-3-4-1-Ⅴせん断力用制御装置　　　　　写真-3-4-トⅥ軸力用制御装置

写真-3-411-Ⅶモニター

写真-3-4-トⅧデータロガー
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写真-3-4-1-K油圧装置



3-4-2　測定方法

試験体正面を南面、右・左・背面を東・西・北面とし、東梁端部に上方向にかける力を

正とする。パネル部分のせん断変形は写真-3-4-2- Iのように、パネル部分の西上一束下、

西下-東上の2点にストローク50mmの変位計CDP-50を取り付け計測する。また鉄筋の抜

け出しは、写真-3-4∵21Ⅱのように梁の上端筋・下端筋のそれぞれの接合部内・東梁・西梁

(東梁・西梁においては柱基点・梁基点の各2点)の計10点を、ストローク25mmの変位

計CDP-25を治具に固定し計測した。梁の曲率については、西梁上部・東梁上部・西梁下部・

東梁下部にそれぞれ4点の計16点、柱の曲率については柱上部西面・柱上部東面にそれぞ

れ4点、柱下部西面・柱下部東面にそれぞれ2点の計12点をストローク25mmの変位計

CDP-25　を冶具に固定し計測した。その様子を写真-3-4-2-IE-3-4-2-Ⅴに示すC　梁部分の

鉛直方向変位をとるために、冶具を柱に取り付け、その冶具から写真3-4-2-VIのように試

験体東西の梁端部を東西2点ずつの計4点に、ストローク100mmの変位計CDP-100によっ

て計測した。同様にその冶具からストローク50mmの変位計CDP-50によって柱の軸変形も

計測した。全体の様子は写真-3-4-2-VH、 3-4-2-M、図-3-4-2- Iに示し、これらの変位計

の一覧を表-3-4-2に示す。また鉄筋のストレインゲージの貼り付け位置を図-3-4-2-H、

3-4-2-mに示した。

写真-3-4-2- I　変位計全体図
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写真-3-4-2- H　変位計全体図



写真-3-4-21Ⅲ　曲率用変位計

写真-3-4-2-V　曲率用変位計

写真-3-4-2-VH変位計全体図

写真-3-4-2-Ⅳ曲率用変位計

写真13-4-2-VI鉛直変位用変位計

写真-3-4-2-Ⅷ変位計全体図
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義-3-4-2変位計一覧

測定対象 呼び名 測 I '.' 使用機器 感度(m m )

梁の鉛直変位

D E l 秦.ピン(柱を基点) C D P -100 0 .0 10

D W 1 西.ピン(柱を基点) C D P -100 0 .0 10

D E 2 秦.梁端部鋼板(柱を基点) C D P -100 0 .0 10

D W 2 西.梁端部鋼板(柱を基点) C D P -100 0 .0 10

柱軸変形 D Ⅴ .全体(柱を基点) C D P -50 0 .005

接合部せん断変形
JW E 西上→東下 C D P -50 0 .005

JE W 西下→東上 C D P -50 0 .005

上端筋の抜けだし①

U L E l 柱を基点 東梁端 C D P -2 5 0 .002

U J 1 柱を基点 接合部内 C D P -2 5 0 .002

U L W l 柱を基点 西梁端 C D P -2 5 0 .002

上端筋の抜けだし②
U L E 2 東梁を基点 東梁端 C D P ー2 5 0 .002

U L W 2 西梁を基点 西梁端 C D P -2 5 0 .002

下端筋の抜けだし①

B L E 1 柱を基点 東梁端 C D P -2 5 0 .002

B J 1 柱 を基点 接合部内 CD P -2 5 0 .002

B LW 1 柱を基点 西梁端 CD P -2 5 0 .002

下端筋の抜けだし②
B L E 2 東梁を基点 東梁端 CD P -2 5 0 .002

B LW 2 西梁を基点 西梁端 CD P -2 5 0.002

梁東側曲率

E U B l

東梁.上面

(梁端部から順番)

CD P -25 0.002

E U B 2 CD P -25 0.002

E U B 3 CD P -25 0.002

E U B 4 CD P -25 0.002

E D B 1

東梁.下面

(梁端部から順番)

C D P -25 0.002

E D B 2 C D P -25 0.002

E D B 3 C D P -25 0.002

E D B 4 C D P -25 0.002

梁西側曲率

W U B 1

西梁.上面

(梁端部から順番)

C D P -25 0.002

W U B 2 C D P -25 0.002

W U B 3 C D P -25 0.002

W U B 4 C D P -25 0.002

W D B 1

I, -
(梁端部から順番)

C D P -25 0.002

W D B 2 C D P -25 0.002

W D B 3 C D P -25 0.002

W D B 4 C D P -25 0.002

柱上側曲率

E U C 1

柱上似.東面

(接合部端部から順番)

C D P -25 0.002

E U C 2 C D P -25 0.002

E U C 3 C D P -25 0.002

E U C 4 C D P -25 0.002

W U C 1

柱上側.西面

(接合部端部から順番)

C O P -25 0▼002

W U C 2 C D P -25 0.002

W U C 3 C D P -25 0.002

W U C 4 C D P -25 0.Oo台

柱下側曲率

E D C 1 柱下側.東面

(接合部端部から順番)

C D P -25 0.002

E D C 2 C D P -25 0.002

W D C 1 柱下側.西面

(接合部端部から順番)

C D P -25 0.002

W D C 2 C D P -25 0.002
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図-3-4-2- 1変位計全体図
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<J17シリーズ>

<J14シリーズ>

図-3-4-2-E　ストレインゲージ貼り付け図
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3-5　実験結果

3-5-1破壊経過.破壊形式

・試験体J14NF

変形角1/500rad.で接合部にせん断ひび割れ、梁に曲げひび割れが発生し、柱と梁の打

ち継ぎ面の肌分かれも発生した。その後変形角1/67rad.で柱と梁の打ち継ぎ面のコンク

リートに圧壊が生じ、変形角1!33rad.で梁主筋が曲げ降伏し、接合部のカバーコンクリ

ートが剥落しはじめた。変形角1/25rad.を超えると接合部内の損傷が激しくなりゲージ

が破損しているため、その後の接合部内の横補強筋ひずみは未確認であるが、接合部の

損傷はJ14FMよりも激しいため、接合部内の横補強筋も降伏していると推定される。そ

の後変形角1/20rad.までの載荷で破壊に至らなかったため、一方向載荷による限界まで

の加力によって載荷を終了した。このとき変形角は約1/12rad. (81/lOOOrad.)で接合部パ

ネルにおけるカバーコンクリートの大部分が剥落していた.

・試験体J14FM

変形角1/lOOOrad.で柱と梁の打ち継ぎ面の肌分かれが発生し、変形角1/500rad.で梁に

曲げひび割れが発生し、変形角1/303rad.で接合部にせん断ひび割れが発生した。その後、

変形角1!67rad.で柱と梁の打ち継ぎ面のコンクリートが圧壊し、変形角1/33rad.で梁主

筋が降伏し、次のサイクルで接合部内の横補強筋が降伏した。その後、急激に接合部の

せん断ひび割れが進展し、パネルがせん断圧縮破壊した。この試験体も変形角1/20rad.

まで水平力をかけても破壊に至らなかったため、一方向載荷による限界までの加力によ

り載荷を終了した。このとき変形角は約1!llrad.OO/lOOOrad.)で、接合部パネルの最大

せん断クラック幅は10mmを超えていた。

・試験体J17NF

変形角1!lOOOrad.で接合部にせん断ひび割れ、梁に曲げひび割れが発生し、変形角

1/500rad.で柱にせん断ひび割れ・曲げひび割れが発生した。その後、変形角1/133rad.で

柱と梁め打ち継ぎ面のコンクリートに圧壊が生じ、 1/67rad.で接合部内の横補強筋が降伏

し、その直後に接合部のカバーコンクリートが剥落しはじめた。その後、変形角1!33rad.

へ至る載荷中に梁端の加力点鋼板と梁主筋の溶接部が破壊したが、破損部の補強後、再

加力により終局に至った。この試験体も接合部パネルの損傷が激しいため、接合部内の

横補強筋のゲージは破損し、未確認であるが横補強筋は降伏していると推定する。
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・試験体J17FM

変形角1/lOOOrad.で接合部にせん断ひび割れ、梁に曲げひび割れが発生し、変形角

1/500rad.で柱に曲げひび割れが発生し、変形角1/200rad.で柱と梁の打ち継ぎ面の肌分か

れも発生し、変形角1/lOOrad.で柱と梁の打ち継ぎ面のコンクリートに圧壊が生じた。そ

の後変形角1/50rad.で梁主筋が曲げ降伏、直後の変形角- 1/50rad.で接合部内の横補強筋

が降伏した。その後、接合部のひび割れが多く新規発生し、接合部がせん断圧縮破壊を

起こした。また、この試験体も変形角1/33rad.-至る載荷中に梁端の加力点鋼板と梁主

筋の溶接部破壊後、再加力により終局に至った。

最終的に、全ての試験体において梁の曲げ破壊と接合部のせん断破壊が同時に起こって

いると考えられ、結果全ての試験体が「梁主筋の曲げ降伏-接合部パネル内の横補強筋

降伏-梁曲げ破壊および接合部せん断破壊による終局」といった破壊形式であった。試

験体J17NF　と試験体J17FMは、それぞれ変形角1/33rad.-至る載荷中に梁端の加力点鋼板

と梁主筋の溶接部が破壊したため載荷を終了し、その後再加力を行っている。破壊経過の

写真を写真-3-6-1- I　写真-3-6-トⅣに示すO　ここで写真は変形角がひび割れ発生時から

のもので、それぞれのサイクルにおける正載荷1回目の写真とする。
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R-I 0/1 000(rad.)

R-5/ 1 000(rad.)

R-20月OOO(rad.)

R-33/1 000(rad.) R-40/ 1 000(rad.)

FINISH

写真-3-5-1-1 J14NF破壊経過
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R-33/1 000(rad.)
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R-I /1 000(rad.)

R-5月OOO(rad.)

R-20/ i OOO(rad.)

R-2/ 1 000(rad.)

R-1 0/I 000(rad.)

R-33/1 000(rad.)

R-40/1 000(rad.)

写真-3-5-トffl J17NF破壊経過
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R-2/ 1 000(rad.)

良-5! 1 000(rad.)

R-20/ 1 000(rad.)

R-1 0/1 000(rad.)

R-33/ 1 OOO(rad.)

R-40/ 1 000(rad.)

写真-3-5-1-IE J17FM破壊経過
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3-5-2　終局状態

写真3-5-2に終局状態の写真を示す.。

写真-3-5-2　終局状態
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写真3-5-2より、鋼繊維無混入の試験体J14NF、 J17NFは、接合部パネルのカバーコンク

リートの多くが剥落し、内部の横補強筋がむき出しの状態である。一方鋼繊維混入の試験

体J14FM‥117FMは、接合部パネルに大きくせん断ひび割れが生じているものの、梁端部、

接合部共に顕著なコンクリート剥落は見られない。

3-5-3　試験体計算耐力・実験結果

表-3-5-3- Iに試験結果による試験体耐力一覧、表-3-5-3-nに降伏変形角および限界変

形角一覧を示す。ここで、本研究において限界変形角は最大耐力の80%まで耐力が低下し

た点、および80%まで耐力が低下しなかった場合は載荷装置の限界により加力を終了した

点と定義する。

表-3-5-3-I　試験体耐力-隻

I. .I・.

.: -m 実 験 値

P l一一aJt V曲 げ 終 局 強 度 時
接 合 部 せ ん 断 応 力 度

. ¥ i:i ''

1蝣' I l'l '

せ ん 断 応 力跡 降 伏 刑 接 ノヘ
- I . I '

層 せ ん 断 耐 力

bQ m u ( k N )

ラ転 二ゴ三ヌ 口
部 せ ん 断 耐 力

bx p (M P a )

せ ん 断 耐 力

・pi (M P a )

k N 度

(M P a )

'b^-c m ii /I n

J 14 F M 4 8 3 3 2 .2 8 3 3 .2 5 7 3 7 4 6 .1 7 .5 3 .4 4

一一4 N F 4 7 4 3 0 .2 7 3 0 .4 4 5 7 9 3 6 .3 0 I .2 2 .2

J 7 F M 10 5 2 3 2 . 17 3 3 .2 5 1 9 2 0 4 3 .5 9 .8 3 .3 6

J t7 N F 0 3 2 3 0 . 16 3 0 .4 4 3 0 3 2 9 .6 0 .2 6 0 .9 9

義-3-5-3-1　降伏変形角および限界変形

梁 主 筋 接 合 部 内横 補 強
限 界 変 形 角

R u (/10 0 0 ra d .)

降 伏 変 形 角 筋 降伏 変形 角

R b (/10 0 0 ra d .) R ytt(′lO O O ra d .)

J 4 F M 3 0 .0 4 0 .2 8 9 .9

J 14 N F 2 4 .9 * 8 2 .1

J 7 F M 】7 .7 2 6 .0 5 2 .0

J 7 N F 19 .5 * 5 0 .8

表中の最大耐力時における、接合部のせん断応力度'pの計算値・実験値は、次に示す式

により算出した。

<計算値を求める方法文献1)>

tp-0.8×obO.7- - - - -(1)

ここでOB :コンクリート圧縮強度(N/mrrr)
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<実験値を求める方法文献5)>

Tp=

∑〟月

(! +<?)/<

MB-Qx芸×l

(2

(3)

ここでQ :最大耐力時層せん断力(N)

H :柱支点間距離(mm)

L :梁支点間距離(mm)

1 :梁支点から柱面までの距離(lTlm)

g :柱の内法長さに対する梁せいの比

sVc　パネルの有効体積(-tpxjBXjc)

t。 :梁幅と柱幅の平均(mm)

jB :梁の応力中心間距離(111111)

J¥ =^, (b; :図-3-5-3参照)

jc:柱の応力中心間距離(llnm)

7
/--c(ci-3-5-3参照)

図-3-5-3　応力中心間距離

式(1)で求めた計算値と、式(2)、 (3)で求めた実験値を表中に示すO接合部のせん断応力度

は、 J17NF以外の試験体で実験値が計算値を上回る結果となった。また最大耐力はすべての

試験体で計算値を上回る結果となった。鋼繊維によってせん断耐力および曲げ耐力の上昇

がみられることにより、鋼繊維混入の試験体は計算値を大幅に上回ると考えられる。
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3-5-4　履歴曲線

図-3-5-4に各試験体の層せん断カー層間変形角の履歴曲線を示す。ここでグラフは縦軸

に荷重、横軸に変形角を示し、最大荷重点を◎点、梁主筋の曲げ降伏点を×点、接合部内横

補強筋降伏点を*点で示すJ17シリーズの試験体は載荷途中なのでまだわからないが、J14

シリーズの試験体においては、グラフに示されるようにどの試験体安定した履歴曲線が描

かれている。

2
J」

・R

m

々

p

曜竺

2000

1500

000

≡
岩　500

s　・

^ -500
哩-1000

-　500

-2000

図13-5-4　層せん断カー層間変形角　履歴曲線
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315-5　鉛直変位

図-3-5-5に鉛直変位一変形角関係を示す。ここでグラフは、縦軸に鉛直変位(正側を引

張、負側を圧縮とする)、横軸に変形角を示し、鉛直変位は試験体の柱部分に取り付けたフ

レームからの変位計によって測定した。

鋼繊維無混入の2体と鋼繊維混入の2体の比較より、鋼繊維無混入試験体の鉛直変位の

方が大きいことがわかる。
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図-3-5-5　鉛直変位一変形角
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3-5-6　ひずみ分布

図-3-5-6-Iに示す試験体梁部分に貼付けた、ストレインゲージによって計測した主筋の

ひずみによる、ひずみ一主筋位置関係の断面図で示される①、 ④、 ⑤、 ⑥のグラフを図

-3-5-1-1-図-3-5-トⅤに示すJ14シリーズでは中央と中央から左右に90mm、 375mm、

535mm、 695mmの位置、 J17シリーズでは中央から左右に41mm、 123mm、 250mm、 410mm、

570rlllll、 730mmの位置に貼付けたストレインゲージによって計測した。ここでグラフは、

縦軸にひずみ(正側を引張、負側を圧縮とする)、横軸に変位計の設置位置(試験体の中心をO

とする)を示すJ14シリーズの横軸にはX-±175mmの位置に、 J17シリーズの横軸にはX

-±210mmの位置に点線を引き、接合部部分と梁部分の境界線を表す。また貼り付けたス

トレインゲージの打設時の破損、もしくは載荷途中の破損によってデータが取得できてい

ない部分は、空白として線で結んでいる。

<J14シリーズ>

○

160 160 160.1259090125 160 160 160

○

1 列 目

(V;
.:1[=|[=Ja ta [=M [=fa [=][=]l=]lgij| r]:ョM:-4TJ|=]=]=];8Jp]-=|i=]i=]H

接合部
:,メiH rt ^ tiJrî rt ^ilt==W U lSit ョ=̂ =ョ̂iョ̂ lffiォW ^ * ^ U ^ =4U ^

<J17シリーズ>

1列目
160160160127f t r 828282127160160160r T T T

○
i M -■ ..lてL;

:」;
一日

,つ1

○
接合部

m -"
P軒

図-3-5-6-I　ストレインゲ-ジ貼り付け位置
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3-517　曲率分布文献2)

各試験体における曲率分布性状を比較するため、試験体梁部分に設置した計16点の変位

測定用変位計による計測値を用いて、載荷中の各変形角における曲率を算出した。

曲率変位計の概念図を図-3-6-トIに示す。 Lは同じ位置にある変位計間の距離、 Hは変

位測定点から変位計設置点の距離を表し、 da及びdbは各変位計によって計測された変位に

あたる。ここでTに示す式(I)を用いてそれぞれの部分においての中立軸距離Ⅹが算出され

る。各計測点におけるひずみは式(2)により算出される。これらにより、それぞれの部分に

おける曲率¢は式(3)により求められる。また図-3-617-Ⅱに西梁上面・西梁下面・東梁上

面・東梁下面に設置した変位計を示す。
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X=　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

+dk

dn

ga=有

,=i-

dh

gb=有‥ '‥　　(2)

Z-x
(3)

db

図-3-5-7- I　曲率測定値の概念図

図-3-5-7-1　変位計設置図
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J14シリーズでは、東西の梁の柱梁打ち継ぎ面からそれぞれ70mm、 165mm、330mm、495mm

の位置、J17シリーズでは、東西の梁の柱梁打ち継ぎ面からそれぞれ70mm、250mm、500itl111、

750mmの位置のボルトに取り付けた変位計により計測した。これらの変位計で計測した曲

率分布を図3-6-7-IE-図3-6-7-VIに示す。ここでグラフは、縦軸に曲率4'、横軸に変位計の設

置位置(試験体の中心をOとする)を示すJ17FMの試験体については補強の関係上、最外の

変位計を取り付けることができなかった。
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3-6　考察

3-6-1最大耐力

試験体の曲げ終局強度時せん断力の計算値15)と実験での最大耐力を比較するために、す

べての試験体の荷重一変形角関係を表す包路線を図-3-6-1に示す。ここでグラフは縦軸に

荷重、横軸に変形角を示し、最大荷重点を◎点で示す。

グラフより、全ての試験体の最大耐力は計算値を上回り、中でも鋼繊維混入のFM試験

体においては、 J14FMが計算値の約1.5倍、 J17FMが計算値の約2倍と、計算結果を大幅

に上回っており、鋼繊維混入によって曲げ耐力が上昇していることがわかる。また、表

-3-7-1に示すせん断応力度一覧においては、鋼繊維混入のFM試験体のせん断応力度が計

算値の1.4倍程度と上昇していることがわかるO　したがって、鋼繊維混入によって曲げ耐

力・せん断耐力の双方が上昇することを確認できる。
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図-3-6-1包絡線による最大耐力の比較

義-3-6-1せん断応力度一覧

接合 部せ ん断応 力度 Tp(N /m n T )

計算値 9) 実験値 14) X p(実験値航 P(計算値)

J 1 4N F 30 .0 4 3 6 .3 0 1.2 1

J 1 4F M 32 .0 3 4 6 .1 7 1.44

J 1 7N F 30 .0 4 2 9 .6 0 0 .99

J 1 7F M 32 .0 3 4 3 .5 9 1.36
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3-6-2　破壊形式

図-3-6-2に梁主筋と横補強筋のひずみ一変形角関係を示し、載荷の各サイクルにおけるピ

ーク時の梁主筋のひずみと接合部内の横補強筋ひずみを比較し、降伏のタイミングを確認

する。ここでグラフの縦軸は、梁主筋・横補強筋のそれぞれの降伏ひずみを1.0　とした時の

降伏ひずみに対するひずみ、つまり鉄筋ひずみ/降伏ひずみを示し、横軸に変形角を示す。ま

た梁主筋ひずみは、接合部際の梁主筋に貼付したゲージによる測定値、横補強筋ひずみは、

接合部内の横補強筋に貼付したゲージによる測定値を使用した。

グラフより、全ての試験体で梁主筋が先に降伏していることがわかる　J14FMを例にと

ると、 30/lOOOrad.で梁主筋が曲げ降伏した後に変形角40/lOOOrad.で接合部内の横補強筋

が降伏し、せん断圧縮破壊に至るという破壊形式である。ここで接合部のせん断圧縮破壊

とは、接合部のせん断ひび割れや圧壊が進展して、耐力低下につながる状態のことを示す。

これに対して繊維無混入の試験体は、コンクリートの圧壊や接合部のコアコンクリートの

剥落が顕著に現れてゲージが破損しているため、ゲージ破損後の接合部内の横補強筋ひず

みは未確認である。しかし、接合部の損傷は繊維混入の試験体よりも激しいため、接合部

内の横補強筋も降伏していると推定される。よって梁主筋が曲げ降伏し、接合部内の横補

強筋が降伏した後に、接合部のせん断圧縮破壊に至るという破壊形式は変わらないと考え

られる。
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3-6-3　変形能力

3-6-3-1包絡線による鋼繊維混入試験体の比較

鋼繊維が混入されているFM試験体の、荷重一変形角関係を表す包絡線を図-3-6-3-1に

示す。ここでグラフは縦軸に荷重、横軸に変形角を示し、最大荷重点を◎点、梁主筋の曲げ

降伏点を)く点、接合部内横補強筋降伏点を*点で示す。

試験体J14FMの限界変形角は、 90!lOOOrad.程度と非常に優れた変形能力を有すること

が確認される。試験体J17FMも、変形角50/lOOOrad.の大変形においても顕著な耐力低下

はなく、高い変形性能を有することが確認できた。

またグラフより、試験体J14FMは変形角約30/1000rad.で梁主筋が降伏し、変形角約

40/lOOOrad.で接合部内横補強筋が降伏し、試験体J17FMは変形角約18/lOOOrad.で梁主筋が

降伏し、変形角約26/lOOOrad/で接合部内横補強筋が降伏している。高強度材料を使用すれ

ば降伏変形角が上昇し、高層RCなどで許容される層問変形角の10/lOOOrad/を大きく上回る

ことがわかった。
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3-6-3-2　鋼繊維による変形能力への影響

鋼繊維の有無以外同条件で、梁主筋の定着長さが14dの試験体J14FMとJ14NFの荷重

一変形角関係の包絡線を比較したグラフを図-3-6-3-2に示す。ここでグラフは縦軸に荷重、

横軸に変形角を示し、最大荷重点を◎点で示す。

試験体J14NFの限界変形角は80!lOOOrad.程度、試験体J14FMは90/1000rad.程度と、

両試験体で極めて良好な変形能力を有することが確認される。ここで載荷終了時の変形角

を限界変形角と定義すると、限界変形角は鋼繊維混入の試験体が無混入の試験畔に比べて

約10!lOOOrad.大きく、鋼繊維を混入する事により変形能力が向上する事が分かった。鋼繊

維無混入の試験体は、最大耐力後には緩やかながらも耐力低下が見られ、載荷終了時には

最大耐力の84%程度の耐力となっている。これに対して鋼繊維混入の試験体は、最大耐力

後もほとんど耐力低下がなく、変形角　90/lOOOrad.という大変形時においても最大耐力の

96%程度の耐力を維持している。両試験体とも軸力がなく、破壊が進展しなかったため、

大幅な耐力低下がみられなかったが、鋼繊維が耐力低下を小さくすることがわかった。こ

れは、鋼繊維がひび割れ後も試験体内でコンクリートを剥落させずとどめ、断面欠損を防

ぐことによるものと考えられる。
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3-6-4　等価粘性減衰定数　h。q

等価粘性減衰定数の計算方法を以下に示す。

建物を構成する部材が、動的な外力を受けると復元力と

変位の関係は、減衰のために図-3-6-4-Iのような形を描く。

この軌跡を荷重変位履歴ループと呼ぶ。このループの面積

(』W)と三角形面積(』OAB)から求めた次式

Heq- /¥W/(4k XZJOAB)

これを等価粘性減衰定数(Heq)と呼ぶ。その大きさは弾性時

で、 Heq-0.002- -0.005程度である。

図-3-6-4- I

荷重変位履歴ループ

図-3-6-4-1に等価粘性減衰定数-変形角関係のグラフを示す。梁主筋の定着長が規定を満

たしていないJ14シリーズを赤線で、基準となるJ17シリーズを黒線で示す。また鋼繊維

混入のFM試験体を実践で、繊維無混入のNF試験体を点線で示す。

これにより、規定を満たさないJ14シリーズの試験体のh。qは鋼繊維混入、無混入共に

J17シリーズに比べて変形角20/1000rad.において大幅に低く、繊維混入のFM試験体にお

いてはさらに大変形に至るにつれて、その差は広がっている。これは梁主筋の定着不足の

影響による挙動と考えられる。

また鋼繊維の有無についてはJ14シリーズ、 J17シリーズ共に、鋼繊維混入のFM試験

体に比べて無混入であるNF試験体のh。qの値が大きく、変形が進むにつれてその差も大き

くなっている。
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図-3-6-4-I　等価粘性減衰定数-変形角関
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3-6-5　接合部せん断耐力設計式の適用性

図-3-6-5に接合部せん断応力度とコンクリート強度の関係を表すグラフを示す。グラフ

上に丸田らによる既往の実験結果如拙…)および靭性保証型設計指針の接合部せん断耐力評

価式の線を示し、高強度コンクリートの領域においても評価式が適用できるかどうかを検

討する。

これによると、鋼繊維無混入で梁主筋の定着長が17dであるJ17NFの接合部せん断応力

度の値が評価式に概ね沿った値となり、繊維無混入で梁主筋定着長が14dであるJ14NFの

試験体は式を若干上回っている。これに対して、鋼繊維混入の試験体は共に大きくせん断

耐力が上昇し、評価式を大きく上回っている。ここで、金久保氏らにより提案された鋼繊

維の引張りに対する寄与分を考慮した評価式をグラフ中に示す。これによると、鋼繊維に

よって強度が上昇したFM試験体の値がこの評価式に沿った値となった。

・鋼繊維の効果を考慮したせん断応力度評価式文献10)

Tu=K・(p・Fj十　UT X

Fj-0.8 ×oBO.7

DA

(DA cA)

金久保氏の研究より　aT-H.2(N/mrrr)

。A:外殻部(UFC)断面積
。A:コアコンクリート断面積

(式-3-6-5)

コアコンクリート
II "I

cA

外殻UFC面積
A

よって、繊維無混入の試験体においては靭性保証型設計指針の評価式は概ね計算値と一

致し、鋼繊維混入の試験体においては鋼繊維の影響を考慮した評価式が適用できると言え
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図-3-6-5　接合部せん断応力度-コンクリート強度関係
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317　まとめ

超高強度繊維補強コンクリートを用いた柱梁接合部において、鋼繊維の有無・梁主筋の

定着長さを実験因子として行った復元力特性試験により、以下の知見を得た。

(1)鋼繊維の影響

鋼繊維の有無以外同条件の試験体において最大耐力に顕著な差が見られ、鋼繊維混入に

より最大耐力が上昇することが確認できた。また14シリーズの試験体を比較すると、鋼繊

維無混入の試験体は、最大耐力後には緩やかではあるが耐力低下が見られた。これに対し

て鋼繊維混入の試験体は、最大耐力後もほとんど耐力低下がなかった。両試験体とも軸力

がなく、破壊が進展しなかったため、大幅な耐力低下がみられなかったが、鋼繊維が耐力

低下を抑制することがわかった。

鋼繊維混入の試験体で接合部せん断耐力が上昇しているのに、接合部がせん断破壊して

おり、また最大耐力が梁曲げ終局時せん断力を大幅に上回っていることより、梁曲げ耐力

も鋼繊維の影響により上昇していると考えられ、その上昇分は接合部せん断耐力と同程度

であったと考えられる。

(2)定着長さの影響

靭性保証型設計指針の梁主筋設計付着応力度を梁主筋付着強度が下回る試験体において、

付着強度が設計応力度を上回る試験体と比較して顕著な差が確認できたのは等価粘性減衰

定数の差によるエネルギー吸収性能の低下のみであり、破壊形式に差はなく梁主筋付着破

壊は確認できなかった。

(3)復元力特性と変形能力

載荷の終了したJ14シリーズの試験体において安定した履歴曲線が描かれており、大変形

にも耐えられることがわかった。また全ての試験体で、梁主筋の降伏変形角が2-3%程度、

横補強筋の降伏変形角が3-4%と非常に大きな値を示し、高層RCなどで許容される層間

変形角と一般的に言われている、 1%を大きく上回ることがわかった。これにより高強度材

料を使用する際には、かなり大きな降伏変形が起こることを考慮しなければならないこと

がわかった。

(4)接合部せん断耐力評価式の適用性

繊維無混入の試験体の接合部せん断応力度は、靭性保証型設計指針の評価式にほぼ沿っ

た値,を示している。鋼繊維混入の試験体は、鋼繊維の影響を考慮した評価式に沿った値と

なった
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■概要

本研究では、これまでUFCの材料特性試験(2001年度)、 UFCを高強度横補強筋で密に

補強したUFC柱部材の中心圧縮特性試験(2002年度)、 uFC柱の復元力特性試験(2003年

度) 、 UFC柱梁接合部の復元力特性試験(2004年度)を行ってきた。そこで本年度は建築

構造体への適用に向けて、現実的な使用例として提案する外殻プレキャスト柱を用いた柱

梁接合部の復元力特性を実験にて検証することを目的とする。本章ではまだ研究例のない

200N/mm2級UFCを用いた外殻プレキャスト柱梁接合部の一定軸力下での復元力特性に関

する実験結果について報告する0本実験ではUFCに直径0.2mm長さ15mm、引張破断強度

3000N/mm2の鋼繊維を体積比2%混入した。実験により、破壊は全ての試験体において梁

の曲げ破壊を起こし、それに加えて定着長、せん断耐力等の設計の影響による破壊も同時

に起こった。またせん断応力度は靭性保証型設計指針の評価式を大幅に上回っているが、

鋼繊維の影響を考慮した場合に概ね沿うことが確認された。

4-1実験日的

4-1-1評価式の適用性

本研究で2004年度に行ったUFC全断面柱梁接合部の実験において、靭性保証型設計指針

における接合部のせん断応力度の評価式は、鋼繊維無混入の試験体においては概ね妥当で

あり、繊維を混入することによって大幅に評価式を上回ることがわかった。そこで、本実

験は外殻プレキャスト柱を用いた柱梁接合部にその評価式が適用可能であるかを検討する

ことを目的としており、梁主筋の定着長が靭性保証型設計指針の基準を満たすもの、満た

さないものを比較し、梁主筋の付着破壊の確認により梁主筋定着長に関する評価式のUFC

に対する適用性を検討する。また、接合部せん断破壊先行型で設計した試験体の実験によ

り、鋼繊維の影響、等価コンクリート強度の評価方法、その他の種々の挙動を確認し、接

合部せん断耐力の評価式の妥当性を検討し、 UFCに最も適した評価式を提案することを目

的とする。等価コンクリート強度の評価方法を次に示す。また、その他試験体設計に用い

る計算式文酎)2)3)は第3章と同様である。
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4-ト2　コンクリート強度の評価法

コンクリート強度の評価法について以下に示す。

・等価コンクリート強度

本実験において、同一断面において異なったコンクリートを使用する外殻プレキャスト

柱の圧縮強度として、断面の割合で算出した設計基準強度の平均値、等価コンクリート強

度を用いることとする。これによって等価コンクリート強度の適用性を検討する。

以下に等価コンクリート強度算出式(式4-1-2、図4-1-2)を示す。

U n　=
poBXpA+ca.×>A+a,×As)

(pA+CA)

POB ‥外殻部分コンクリート強度(N!mm-)

ob　コア部分コンクリート強度(N/mm)

ffy I鉄筋強度(N/mm-)

pA :外殻部分断面積(mm

。A :コア部分断面積(mm2)

As :鉄筋断面積(mm-)

図-4-ト2　外殻プレキャスト柱断面
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4-2　外殻プレキャスト工法

4-2-1外殻プレキャスト合成柱の本研究における位置付け

本研究では新材料uFCの建築構造物-の適用性を考慮した新しい構造形式-の展開とし

て、検討項目のひとつとして考えられる「外殻部分にUFCを用いた外殻プレキャスト合成

柱」に着目し、その利用を検討する。

外殻部分に用いるUFCは高温蒸気養生が必要なため現場製作が難しいとされており、工

場で外殻部分を製作し、現場で組み立てる工法が現実的である。現在、圧縮強度60N/mm2

程度の高強度コンクリートを用いた外殻プレキャスト合成柱は実用化されているが、それ

を上回る強度の超高強度コンクリートを用いた外殻プレキャスト合成柱は実現されていな

い。そこで本研究では外殻部分に圧縮強度200N/mnrの超高強度材料UFCを用い、コア部

分に圧縮強度60N/mnrの高強度コンクリートを用いた外殻部分とコア部分の強度差が大き

い外殻プレキャスト合成柱の実建築物への適用性について検討する。コア部分の強度につ

いては大臣認定を取得せずに現場打設が可能な圧縮強度60N/mlu2の高強度コンクリートを

使用している。

図14-2- Iにプレキャスト合成柱の断面図、写真-4-2-1-Iに外殻部写真を示す。

′.、 ※.=、.、こミ.. ■…..=ノ

I u F C (=こ….i.… ここ….…三壬. ■

コアコンクリート:60N/mm2

外殻部コンクリート):200N/mm2

図-4-2-トI　プレキャスト合成柱断
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4-2-2　UFCを用いた外殻プレキャスト合成柱のメリット

本項では外殻プレキャスト合成柱の外殻部分にUFCを用いることで考えられるメリット

を工法的、力学的、コスト面に分けて記す。

●工法的メリット

UFC　を用いた外殻部分を工場などで予め打設するので高品質を確保でき、さらに全断面

UFC柱(フルプレキャスト断面柱)に比べ軽量なため小型重機でも運搬可能となり、施工

上現場での作業効率があがると考えられ工期短縮が期待できる。

●力学的メリット

高軸力下の柱において水平力を作用させると柱の最外縁に大きな曲げモーメントが作用

する。このことから外殻プレキャスト合成柱は全断面柱と比較して、最も応力が作用する

外殻部分に200N!mil12のUFCを、そしてコア部分には60N/mm2の高強度コンクリートとい

う適材適所に材料を使用することで力学的、コスト的にも効果的な部材を作製することが

できると考えられる。

また実用化の際は、柱に高軸力が作用する超高層建物において、 1階の柱でヒンジが発生

する部分には全断面にUFCを使用した全断面UFC柱を使用し、ヒンジの発生しない部分の

柱や中高層階の柱は外殻部分にUFCを用いる外殻プレキャスト合成柱を使用するといった

使用個所によって効率よくプレキャスト工法を使い分ける方法が考えられる。このことか

ら、部材の使い分け、設計時の使用部材の広範化などが図れると考えられる。

●コストメリット

超高強度コンクリートを外殻プレキャスト部分に用いることでコア部分に大幅な耐力増

分がみられれば、高強度コンクリートを全断面に使用するのと比較して大幅なコスト削減

が見込まれる。またプレキャスト化によって作業効率が上がることで工期短縮が望めれば

作業者、使用者の双方に経済的メリットが生まれると考えられる。
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4-3　試験体概要

4-3-1試験体一覧および試験変数

試験体は梁曲げ破壊先行型の試験体を基準として、梁主筋の定着破壊先行型、接合部せ

ん断破壊先行型、定着長も不足する接合部せん断破壊先行型の試験体の4体とする。試験

体耐力表を表-4-3-トI 、試験体試験体鉄筋比を表-4-3-1-1、試験体形状および試験体配

筋図および断面図を図-4-3-1、に示す。図中で定着長が規定を満たしていない試験体にお

いて「梁主筋定着長: ×」 、接合部せん断余裕度がlを下回る試験体において「接合部せ

ん断耐力: ×」と記す。試験体名はJ14S8を例にとると、 PJはプレキャスト接合部、 14

は梁主筋の定着長さ、 S8はせん断余裕度0.8で設計したせん断破壊先行型であることを示

す。その他の試験体のMは曲げ破壊先行型、 Bは梁主筋の定着破壊先行型を表す。

実験因子は梁主筋の定着長さ、接合部パネルのせん断耐力とし、 PJ14Bの試験体は接合

部パネルのボリュームを基準の試験体と比べて大幅に小さくし、定着長不足により計算ど

おり付着破壊が起こるかを検討する。試験体PJ14S8は梁が曲げ降伏せず接合部がせん断

破壊し、 PJ14S6は接合部パネルの強度をPJ14S8と同等にして梁主筋強度のみ高くし、よ

り顕著にせん断破壊が先行するよう設計した　PJ14S8の試験体は梁主筋の定着長も不足し、

定着破壊も同時に起こり得ることを考える。外殻プレキャスト柱、および接合部部分のコ

ンクリート圧縮強度は等価コンクリート強度とし表-4-3-トI中に示す。試験体設計に用い

た計算式は第3章UFC柱梁接合部のものと同様である。文酎) 2) 3)

義-4-3-1- I　試験体一覧

試 験 体

荏 梁

等 価 コ ン ク
柱 幅 柱 せ い

横 補 強 筋 IS5 fi!i強 引 張 コ ン ク リー ト
梁 幅 梁 せ い

横 補 強 筋 .横 補 強 引張

リー ト強 度 間 隔 筋 比 鉄 筋 比 強 度 間 隔 筋 比 鉄 筋 比

(N / m m 2) (m m ) (lttl一一)
1m m ) CP " (% ) cP l(% ) (N /′m m ")

(m m ) (m m )
(ra m ) bP、、(% ) bp t(% )

P J 17 M 13 一一4 0 4 2 0 4 2 0 6 0 0 .7 0 1.4 3

6 0

3 4 0 4 5 0
70

0 .6 1 2 .6 5

P J 4 B 13 1.4 0

3 50 3 5 0

7 0 0 .6 2 1.6 6 2 8 0

3 0 0

0 .6 1 .5

P J 4 S 8 14 0 .8 5 6 0 0 .8 8
2 .0 7 3 2 0 6 0

0 .7 9
i.52

P .ー14 S 6 14 0 .8 5 5 0 0 .8 8 0 .1̂

表-4-3-トⅡ　試験体耐力-覧

子安盲箭邪 梁 桂

せん断 梁[蜘弗 冬局日、 '・"・¥' 設 計開 接 合部 内 付 着 . 終局曲げ
曲げ終 局

強 要時
せ ん断 '蝣 -'-'I ll. 梁血 潮 、一

C蝿強轄 せん断力 廉 裕痩 付春 吉力度 付着強度 余裕 モー メン ト 信頼強度
*"・'." -;
……モー メン ト せ/し断 力

v j m 当(kN ) 当汎 Cj(N ta n f ) T,,(N /m ir ) 巾 bM ,(kN - m ) せん断 力

bQ U kN )

bX ikN )
b血 元 i. C叫 ,(kN ・m ) V c(kN )

!h叫.

l可17M 3 3 00 2 3 8 1 1.3 9 4 .7 0 2 1.7 1 1.48 7 2 8 、4 8 1 6 93 1.44 1 162 蝣)|0 I-疎)

P J 14 B 2 2 80 16 24 1.40 2 6 .9 6 2 .7 0 .8 4 7 2 3 12 4 19 6 44 5 9 0 1.3 6

PJ 14 S 8 2 54 5 3 0 70 0 .8 3 2 0.3 6 2 2 .7 4 1.12 5 6 5 3 7 4 52 3 8 06 7 0 6 1.4 3

PJ 14 S 6 2 54 5 4 3 10 0 .5 9 2 6.9 6 2 2 .7 4 、0 .m 6 0 8 40 2 52 3 1 3 0 こ 8C6 7 6 0 1.3 3
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PJ17M

<設計>梁主筋定着長:基準を満たす

接合部せん断耐力:梁曲げ終局時せん断力を上回る

2524

3024

//1 ]

▲

Lnr＼、Uつ

「 育
IM IS iT?

竿 1 0 5 21 3 0 2 7 0

//1

一一

＼J

壁 主筋‥16-D 25-SD 490

横補強筋:D 10-SD 685@ 60

裟 主筋:16-D 25-SD 390

横補強筋‥D 10-SD 685@ 70

・o

PJ14B

<設計>梁主筋定着長:基準を溝Iiさない

接合部せん断耐力:梁曲げ終局時せん断力を上回る

2524

壁 主筋‥12-D 25-SD 390

横補強筋:D 10-SD 685@ 70

塞 主筋:6-D 25ーSD 685

横補強筋:D8-SD 785@ 70



PJ14S8

<設計>梁主筋定着長:基準を満たす

接合部せん断耐力:梁曲げ終局時せん断力を陣壬!る

2524
、　　　　　　　　　　　　　　　　　　、イ

PJ14S8

梁主筋定着長:基準を満たさない

接合部せん断耐力:梁曲げ終局時せん断耐力を陣享iる

2524

壁 主筋‥16-D 25-SD 490

横補強筋‥D 10tSD 685@ 60

裟 主筋:16-D 25-SD 490

横補強筋‥D 10-SD 685@ 60

壇 主筋:16-D25-SD 490

横補強筋:D 10-SD 685@ 50

選 主筋:16-D 25-SD 685

横補強筋:D 10-SD 685@ 60



4-3-2　試験体製作～柱～

試験体柱部の製作手順を下記に記す。

(1)柱・梁の主筋・横補強筋をサンダーで削り、紙やすりで仕上げ、ゲージを貼り、養

生する。

(2)柱のコアコンクリート用の型枠を設置し、接合部に梁主筋を配筋し、接合部のゲー

ジを貼り、養生する。

(3)コアコンクリート(60N/mm2)を打設し、 48時間の湿潤養生の後型枠脱型。

(4)柱主筋を配筋し、横補強筋をあらかじめ主筋にマーキングしておいた部分に等間隔

に結束し、ゲージを養生する。

(5)柱の外殻部打設用の型枠を設置し、 UFC(200N/mm )を打設。

(6) 24時間の湿潤養生を行った後、脱型をおこない48時間の蒸気養生を行う。

(7)外殻部型枠の脱型を行い、柱部の製作完了。

ゲージ貼付～柱部の製作完了までの写真を写真-3-3-2- I -3-3-2-XHに示す。

写真-4-3-2lI　ゲージ貼付け・養生 写真-4-3-2-n　コア型枠設
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写真-4-3-2-Ⅴ　柱主筋配筋　写真-4-3-2-VI　横補強筋配筋　写真14-3-2-Ⅶ　外殻型枠設置

写真-4-3-2-M UFC練り 写真-4-3-2-K UFC打設

写真-4-3-2-XI　蒸気養生　　　　　写真-4-3-2-xn　柱部完成
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4-3-3　試験体製作～梁～

試験体梁部の製作手順を下記に記す,ニ

(I)梁主筋に横補強筋を等間隔に適す。

(2)梁端部にヒズミゲージを張V)付け、ゲージを養生するC

(3)エンドプレートの溶接。

(4)梁型枠の設置、コンクリートの打設C

(5)養生の後梁型枠の脱型を行い試験体完成。

梁横補強筋配筋～試験体製作完r妾での写真を写真-3-3-3- I -3-3-3-VIIに示す。

写真-4-3-3-I　梁横補強筋配

写真-4-3-3-n　エンドプレート溶接

写真-4-3-3-ffl　梁型枠設置　　　　　写真-4-3-3-Ⅳ　梁コンクリート打設
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写真-4-3-3-V　打設完成　　写真-4-3-3-VI　梁型枠脱型　写真-4-3-3-Ⅶ　試験体完成

4-3-4　UFC作成方法

UFCの構成材料はセメント・反応性微粉末・桂砂などをあらかじめ混合したプレミック

ス粉体・水・高性能専用減水剤・鋼繊維であり、高性能専用減水材はあらかじめ水と混ぜ

た状態で投入する。調合を表-4-3-4に、プレミックス粉体と鋼繊維の写真を写真-4-3-4-

Iに示す。

表-4-3-4　UFC調合表文献4)

プ レ ミックス粉 体 水 (高性 能 減 水剤 固 形 分 5 k g 含 む ) .・'蝣k -'蝣.

22 54 18 0 15 7

写真-4-3-4-I　プレミックス粉体と鋼繊維

UFCの練り混ぜは、プレミックス粉体・水・専用高性能減水剤を強制バン型ミキサーに

投入し、約9分間混練する。その後鋼繊維を投入し、再度約3分間の混練を開始する。混

練終了後、 UFCのスランプフロー試験を実施し(目標フロー260±10mm) 、混練後の温度
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の計測をした　uFC混練に使用した装置、材料及び混練の様子、スランプフロー試験の様

子を写真14-3-4- H -4-3-4-Ⅶに示す。

写真-4-3-4-Ⅱ　プレミックス粉
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写真-4-3-4-IH　高性能減水剤と鋼繊維

写真-4-3-4-V　減水剤混



写真-3-3-4-M　スランプフロー試験

4-3-5　UFC養生方法

UFCは打設後、一次養生・二次

養生に分けて養生を行う。これら

の養生条件を満たすことによっ

て、 200N/mm2級の圧縮強度が得

られるとしている。以下に一次養

生・二次養生の手順を記す。

・一次養生として、打設終了直後

から打設面に水を噴霧し、濡れウ

ェスを被せて24時間の湿潤養生

を行う。なおテストピースについ

てはモールド(サミットモール

ド)の上面に水を噴霧しラップで

20　　　　　40　　　　　∈60　　　　　80　　　　100

日"t"~~　I. '

図-4-3-5　蒸気養生温度履歴

覆い、現場封繊養生とした。

二次養生とし、 90℃で48時間の高温蒸気養生を行う。このとき、温度上昇は15℃/hour

とし、所定の蒸気養生装置に試験体が収まらないためシートを被せて密封し、 100-/湿潤状

態で蒸気養生を行ったO蒸気養生中の温度履歴を図-4-3-5に示すo
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4-3-6　材料特性

i) UFC

強度管理用のテストピース試験には、太平洋セメント株式会社所有の株式会社前田試験

機製作所製　耐圧試験機を用い、圧縮試験を行った。荷重は試験機からの検出値を測定し、

ひずみデータはテストピース側面中央部表裏に貼付した2枚のストレインゲージによって

測定した。その際UFCの特性上、爆裂破壊による試験体の飛散を防止するため、テストピ

ース周囲を保護して載荷を行った。

テストピースはi50×100で、試験体と同時に製作して同条件での養生を行った。写真

-4-3-6-I 、 4-3-6-Ⅱにテストピース載荷試験の様子を示す。また表-4-3-6-Iに圧縮試験

の結果を示す。

写真-4-3-6- I　載荷装置 写真-4-3-6-E　載荷状況

義-4-3-6- I UFC圧縮試験結果

打設 目 潮 目
高さ

(rl巾

直径

(It1m )

荷重

(kN )

強度 歪 (最大荷重時) ヤング係数

仰!/m rrf) (Ll) (×10'N /m m )

畜噂き値 平均 諦 酎直 平均 試験値 平均

2006/8′8 2006,′9′9 loo 50

446 227

223

4656

2289

55.46

37.39440 224 4520 53.7ー

427 2 17 4335 53.39

ii)鉄筋

強度管理用の鉄筋試験には、株式会社竹中工務店の技術研究所所有の株式会東京衡機製

造所万能試験機を用い、引張試験を行った。荷重は試験機からの検出値を測定し、ひずみ

データは鉄筋側面中央部表裏に貼付した2枚のストレインゲージによって測定した。

本実験では柱主筋にD25-SD490、 D25-SD390、梁主筋にD25-SD685、 D25-SD490、 D25-SD390、

柱横補強筋にD10-SD685、梁横補強筋にD8-SD785、 DI0-SD685を使用した。これらの鋼材

の引張試験の様子を写真-4-3-6-ffl -4-3-6-VIに示すe　また引張試験の結果を表-4-3-6- n

に示す。
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写真-4-3-61Ⅲ　載荷装置

写真-4-36　V ,^ I二

写真-4-3-61Ⅳ　載荷状況

写真-4-3-6-VI　試験後

義-4-3-6-H　鉄筋引張試験

鉄筋種類 鉄筋径
降伏強度 (N /n う 降伏ひずみ(ju 引張強度(N /m m 2) 破断 【lび(% ) ヤン グ係数 (× 10:iN /m m

試験値 平均 試験値 平均 試験イl 平均 試験値 平均

S D 6 8 5 D 2 5

6 9 1

6 9 4

35 0 9

3 50 9

9 2 0

9 2 3

9 .18

9 .4 4

19 7

19 86 9 7 34 9 1 9 2 2 i.l b 2 0 0

6 9 2 35 2 8 9 2 8 l l.3 8 19 6

S D 4 9 0 D 2 5

5 2 3

5 2 4

2 6 2 8

26 6 1

O S G

6 8 8

17 .0 9

15 .7 7

19 9

19 75 2 3 2 6 6 5 6 8 9 14 .2 6 19 6

5 2 6 2 6 8 9 6 8 8 15 .9 6 19 6

S D 39 0 D 2 5

4 50

4 5 9

2 2 3 0

2 3 3 1

6 4 8

6 5 1

2 5 .6 7

2 3 .2 8

2 0 2

1 974 69 2 4 0 2 6 5 5 26 .3 0 1 9 5

159 2 3 6 0 G 19 1 7 i 1 9 4

S D 78 5 D 8

80 5

8 82

4 15 6

4 6 0 9

12 6 1

12 5 1

5.8 9

8 .l l

1 9 4

19 :210 4 8 5 5 2 9 12 4 7 8 .0 6 1 9 0

79 3 4 14 2 12 4 6 7.3 9 1 9 2

S D 6 8 5 1) 10

75 5

75 4

3 5 18

3 5 4 5

9 59

9 56

16 .00

14 .9 0

2 1 5

L'l:7 5 7 3 5 70 9 5 1 13 .27 2 1 2

7 5 0 3 54 6 95 7 15 .4 4 2 1 1
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iii)梁dコア打設用コンクリート

強度管理用のテストピース試験には、株式会社fj-1恒二務店の技術研究所所有の株式会東

京衡機製造所万能試験機を用い、圧縮試験を行った。,荷重は試験機からの検出値を測定し、

ひずみデータはテストピース側面中央部表裏に貼付した2枚のストレインゲージによって

測定した。

テストピースは<t>100×200で、柱コア打設、梁打設と同時に製作して同条件での養生を

行った。写真-4-3-6-VH、 4-3-6-Wにテストピース載荷試験の様子を示す。また表-4-3-6-

Ⅲに圧縮試験の結果を示す。

写真-4-3-6-Ⅶ　載荷状況 写真-4-3-6-W　実験後テストピース

義-4-3-6-m　コンクリート圧縮試験結果

打設日試験rl.I
高さ

ぐn uの

直径

・;r n '
I I 蝣・・'

単√.擬 音責

質 'I.P I十
伴M kN > 軸 変 (M im r )

韻海口q欄
(tf )

ヤン//l糸枚

kM nー1ーゼ)

w m 諏換値 平均 諏険値
/

柱コア

コンクリ
8/5

α7 2∝) 100

3705

2.355

5 15.63 65.652

63.723

2618

2289

35.542

37.3883695 494.18 62.92 1 2388 34.708

3697 491.63 62.596 1鋭丈) 41.913

梁

コンクリ
8'19

37〔沿
2.372

534.35 68.036
68.449

2672
2705
37.786

37.4203743 542.47 69.069 2788 36.811

3735 535.98 68.243 2654 37.66 3
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4-4　実験方法

4-4-1載荷方法

本実験の加力は試験体ごとに一定の軸力をかけ、梁両端に固定したIoot級の油圧ジャッ

キを用いて、正負交番繰り返しせん断力を載荷する。載荷履歴は変形角±1、 2、 3.3、 5、

7・5、 10、 15、 20、 30、 40/lOOOrad.と徐々に変形が大きくなるよう載荷し、 2サイクルを

原則とした。また計測装置データロガーは東京測器製のTHS-1000を使用し、制御装置は

山本紅重機株式会社製の電動油圧ポンプユニットを使用した。図-4-4-1-Iに載荷装置、図

14-41トⅡに載荷プログラムを示す。また写真-4-4-トi -4-4-1-inに載荷装置の写真、写

真-4-4-1-I7-4-4-トⅨにコンピュータ・制御装置・計測装置を示す。

20000kN

/∽

ヰ ㍉

害 I i

I.i.l++Hh +;/Pンガ、[三.:iw r

L250 . 1.262
莱

ー262 250
一 芸 - I

ミ}ミミ=ミミ、ミ祭

=l、..、′ ′.i"iii

Ij- ドセル O

0 0 0 /2 0 0 0 kN 畠

V I M - I '

-.- ..
IIM jH H fl

神 lJ:ク1R m iA
く⊃
'/"]

接
-

1

-
!、、

,
i.

,
I蝣

引 き‥16 0 m m 1

i
I
I

主

揺++++++++++++++++
「

ジャッキ

10 0 0/ 2 0 0 0 kN

..、、

一一1l ^ ^ H
I
ĵH Ĥ ^̂ HBSjSI -

1 .5 1 2 1 .5 1 2

図-4-4-トI　載荷装置
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, ?

'~]

ォ
悼式

図-4-4-1-I　載荷プログラム

写真-4-4-トI　載荷装置

写真-4-4-1-n　載荷装置

-821

写真-1-4-トⅡ　載荷装置

写真14-4-トⅣ　コンピューター



写真-4-4-トⅤせん断力用制御装置　写真-4-41トⅥ軸力用制御装置　　写真-4-4-トⅦ　モニタ

写真-4-4-トⅧ　データーロガー 写真-4-4-トⅨ　油圧装置

4-4-2　測定方法

まず試験体正面を南面、右・左・背面を東・西・北面とし、頚と梁端部に上方向にかける

力を正とする(Jパネル部分のせん断変形は写真-4-5-2-Iのように、パネル部分の西上-東

ト、西ド一敗士の2点にストローク50mmの変位計CDP-50を取り付け計測する,。梁の曲率

については、西梁上部・東梁上部・酉梁下部・東梁下部にそれぞれ4点の計16点をストロ

ーク25mmの変位計CDP-25を冶具に固定し計測した。,その様千を写真-4-5-2-1-4-5-2-

Ⅳに示すO　梁部分の鉛正方向変位をとるために試験体圧部分からフレームを取V)付け、フ

レーームの__日こ一に冶具を取り付けるrニそれぞれの冶具にストローク100mmの変位計CDP-100、

ストローク200mmの変位計CDP-200を取り付け、試験体東西の梁端部を計4体の変位計に

より計測した。その様子を写真-4-5-2-V-4-5-2-VIに示すLl全体の様子は写真-4-5-2-Ⅶ、
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4-4-2-M、図14-412-Iに示し、これらの変位計の　一覧を表-4-4-2に示す。また鉄筋のスト

レインゲージの貼り付け位置を図14-4-21Ⅱ、 4-4-2-mに示したO

写真-4-4-2-王　せん断変形用変位計

写真-4-4-2-Ⅲ　梁下曲率用変位計

写真-4-4-2-n　梁上曲率用変位計

写真-4-4-2-17　曲率用変位計

写真-4-4-2-V鉛直変位用変位計

(CDP-200)

写真-4-4-2-Ⅵ鉛直変位用変位計

(CDP-1 00)

写真-4-4-2-Ⅶ　変位計全体図
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表-4-4-2　変位計一覧

測定対象 呼び名 測定位 置 使用機器 感や ←Ill111'

梁の鉛 直変位

D E 10 0 秦 .梁端 部鋼 板(柱 を基 点) C D P -100 0 .0 10

D W 100 西 .梁端 部鋼 板(柱 を基 点) C D P -100 0 .0 10

D E 20 0 秦 .梁端 部鋼 板(柱 を基点) C D P -200 0 .0 10

D W 2 00 西 .梁端 部鋼 板(柱 を基 点) C D P -200 0 .0 10

柱軸変形 D Ⅴ 全体(柱 を基点) C D P -5 0 0 .0 05

接 合部せ ん断 変形
J W E 西 上l→東下 C D P -5 0 0 .0 02

J E W 東 上→ 西下 C D P -5 0 0 .0 02

梁東側 曲率

E U B 1

東 梁.上面

(梁端部 か ら順番)

C D P -2 5 0 .0 02

E U B 2 C D P -2 5 0 .0 02

E U B 3 C D P -2 5 0 .0 02

E U B 4 C D P -2 5 0 .0 02

E D B 1

東 梁.下面

(梁端部 か ら順番)

C D P -2 5 0 .0 02

E D B 2 C D P -2 5 0 .0 02

E D B 3 C D P -2 5 0 .0 02

E ]〕B 4 C D P -2 5 0 .0 02

梁西側 曲率

W U B 1

西梁.上 面

(梁端部 か ら順番)

C D P -2 5 0 .0 02

W U B 2 C D P -2 5 0 .0 02

W U B 3 C D P -2 5 0 .00 2

W U B 4 C D P -2 5 0 .00 2

W D B 1

"u - i

(梁端部 か ら順番)

C D P -2 5 0 .00 2

W D B 2 C D P -2 5 0 .00 2

W D B 3 C D P -2 5 0 .00 2

D B l C D P -2 5 0 .00 2

図一4-4-2-1　変位計全体図(背面)
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▽ ▽

図-4-4-21Ⅱ　ストレインゲージ貼り付け図

(PJ17日- PJ14S8 - PJ14S6試験体)

図-4-4-2-Ⅲ　ストレインゲージ貼り付け園

(PJ14B試験体)
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4-5　実験結果

4-5-1破壊形式・破壊経過

ここでの接合部パネルのせん断破壊とは、接合部のせん断ひび割れや圧壊が進展して、

耐力低下につながる状態のことを示す。ここで全試験体において-一方向載荷による限界ま

での加力時に40/lOOOrad.までの載荷サイクルとは異なった挙動が見られ、耐力は低下して

いないが、本研究においては変形角40/lOOOrad.までの加力によってピーク時加重が最大耐

力の80%以下に低下した点を限界変形角とする。以後に各試験体の破壊経過を示す。

PJ17M (梁曲げ破壊先行型設計試験体)

変形角1/lOOOrad.で柱と梁の打ち継ぎ面に曲げひび割れが発生し、変形角2/lOOOrad.

で梁に曲げひび割れが発生し、変形角3.3/lOOOrad.で接合部中央に立てひび割れが発生し、

変形角5!lOOOrad.で接合部にせん断ひび割れが発生した。その後、変形角10/lOOOrad.

で柱と梁の打ち継ぎ面のコンクリートが圧壊し、変形角15/lOOOrad.で柱と梁の打ち継ぎ

面のコンクリートが大きく剥落し、同変形角で梁主筋が降伏した。その後は、柱と梁の

打ち継ぎ面の圧壊、剥落が拡大したが、パネルのせん断ひび割れは顕著な変化は見られ

ず、変形角40/lOOOrad.で接合部内の横補強筋が降伏した。その後、押し抜きにより載荷

を終了した。この時変形角は約73/lOOOrad.であったが、大きな耐力の低下は見られなか

った。しかし、破壊は梁端部に集中し柱と梁の打ち継ぎ面の肌別れは大きく、圧壊もひ

どく内部の梁主筋が見えていた。

PJ14B (梁主筋付着破壊先行型設計試験体一定着長不足)

変形角1/lOOOrad.で柱と梁の打ち継ぎ面の肌分かれ、梁に曲げひび割れが発生し、変

形角1/133rad.で接合部にせん断ひび割れが発生した。その後、変形角15/lOOOrad.で柱

と梁の打ち継ぎ面のコンクリートが圧壊し、梁主筋が降伏した。その後は、変形角

40!lOOOrad.に至るまでにパネルのせん断ひび割れは顕著な変化は見られず、接合部内の

横補強筋が降伏に至ることもなかったが、柱と梁の打ち継ぎ面の肌別れは変形角が増す

事に徐々に大きく開いていき、変形角40/lOOOrad.では15mm開いた。しかし梁主筋付

着破壊の顕著な破壊は確認できず、梁曲げ破壊を起こしていると考えられる。その後、

一方向載荷による載荷装置限界までの加力により載荷を終了した。載荷終了時の変形角

は約81/lOOOrad.であったが、大きな耐力の低下は見られなかった。この時、柱と梁の打

ち継ぎ面の肌別れは24mmに達しており、梁の横補強筋は3列目まで露出しており、梁

主筋も肌別れ面から確認できた。
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PJ14S8 (接合部せん断破壊先行型設計試験体-せん断余裕度80%)

接合部パネル上部、柱と梁の打ち継ぎ面に初期ひび割れを確認。変形角1/lOOOrad.で

柱と梁の打ち継ぎ面の肌分かれ、梁に曲げひび割れが発生し、変形角　5/lOOOrad.で接合

部パネルにせん断ひび割れが発生し、 7.5!lOOOrad.で圧壊が発生した。その後、接合部パ

ネルにせん断ひび割れが新規、伸展とも多数発生し、変形角30/lOOOrad.で接合部パネル

せん断ひび割れが連なり接合部パネル部分に大きな斜めひび割れとなりその部分が盛り

上がった。また同変形角において梁主筋が降伏した。その後、変形角40/lOOOrad.まで加

力したが、接合部パネルのせん断ひび割れはさらに拡大した。その後、一方向載荷によ

る載荷装置限界までの加力により載荷を終了した。その際終局直前で接合部パネル内の

横補強筋が降伏した。載荷終了時の変形角は約75/lOOOrad.であったが、大きな耐力の低

下は見られなかった。この時、柱と梁の打ち継ぎ面の肌別れは10mm程度であったが、

コンクリートの剥落が多かった。また、接合部パネル部分はカバーコンクリートが浮き

上がっていた。

PJ14S6 (接合部せん断破壊先行型設計試験体・せん断余裕度60%　定着長不足)

変形角1/lOOOrad.で梁に曲げひび割れ,柱と梁の打ち継ぎ面の肌分かれが発生し、変形

角5/lOOOrad.で接合部パネルにせん断ひび割れが発生し、 10/lOOOrad.で圧壊が発生した。

その後、 40/1000に至るまで梁主筋、接合部パネル内の横補強筋の降伏は見られず、接合

部パネル内のせん断ひび割れ、柱と梁の打ち継ぎ面の肌分かれが拡大した。その後、押

し抜きにより載荷を終了した。その際、変形角80/lOOOrad.付近で梁主筋が降伏した。載

荷終了時の変形角は約80/lOOOrad.であったが、大きな耐力の低下は見られなかった。こ

の時、接合部パネル部分はせん断ひび割れが連なり接合部パネル部分に大きな斜めひび

割れとなり、カバーコンクリートが浮き上がっていた。また、柱と梁の打ち継ぎ面の肌

別れは15mm程度であったが、コンクリートの剥落がPJ14S8よりも更に多数確認でき

た。この試験体においても梁主筋の定着長が規定を満たしていないことによる顕著な影

響は確認できなかった。

破壊経過の写真を写真-415-トI ～写真-4-5-1-IVに示す。ここで写真は変形角がひび割

れ発生時からのもので、それぞれのサイクルにおける正載荷1回目の写真とする。
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R-5月OOO(rad.)

R-20月000 (rad.)

R-40/1 000(rad.)

写真-4-5-1- 1

R-30/ I OOO(rad.)

破壊経過　PJ17M
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R-40月OOO(rad.)

写真-4-5-1-n　破壊経過　PJ14B
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良-2月OOO(rad.)

R-40月OOO(rad.)

写真-4-5-1-m　破壊経過　PJ14S8
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R-2/1 000(rad.)

R-40/I 000(rad.)

写真-4-5-1-IV　破壊経過　PJIS6
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4-5-2　終局状態

各試験体の終局状態の写真を写真-4-5-2に示す。

写真-4-5-2　終局状態
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写真-4-5-2より、試験体PJ17Mは梁破壊先行型の設計通り、接合部パネル部分に大き

く開いたせん断クラックは見られなかった。柱部分には接合部パネル内から伸びたひび割

れが主筋に沿って伸展していた。柱と梁の打ち継ぎ部分は肌分かれが激しく、そこで圧壊

し剥落し端部の主筋と補強筋が露出して見えている。しかし大変形した後も顕著な耐力低

下は無かった。

試験体PJ14Bは接合部パネル部分のせん断クラックが大きく現れず、柱部分への伸展も

無い。全試験体中最もパネル部分にクラックが少ない試験体となった。柱と梁の打ち継ぎ

部分は東側の肌分かれが最大24111111と激しく、そこで圧壊し剥落している。端部の主筋が

露出し、横補強筋も露出して見えている。

試験体PJ14S8は接合部パネル部分に斜めに大きく開き盛り上がったせん断クラックが

現れている。柱と梁の打ち継ぎ部分の肌別れは10mm程度で、剥落も小さく内部の梁主筋、

横補強筋の露出は無かった。

試験体PJ14S6は接合部パネル部分に斜めに大きく開いたせん断クラックが連なり、大

きく盛り上がっている。柱と梁の打ち継ぎ部分の肌別れは15mm程度で、剥落も小さく内

部の梁主筋、横補強筋の露出は無かった。

4-5-3　試験体計算耐力.実験結果

表-4-5-3l Iに試験結果による試験体耐力一覧、表-4-5-3-1に降伏変形角および限界変

形角一覧を示す。ここで、本研究において限界変形角は最大耐力の80%まで耐力が低下し

た点と定義する。

表14-5-3- I　試験体耐力一覧

試 験 体

蝣T 実 験 値 文iffi s)

* m ax LlTP梁 曲 げ 終 局 強 度 時 接 合 部
最 大 耐 力

接 合 部

層 せ ん 断 耐 力 せ ん 断 応 力 度 せ ん 断 応 力 度 /Q nr ′て【)

ら(〕m L, kN ,t. (M Pa )式… P m ax (kN ) , (M P a )JL(2)

P J 】7M 74 5 2 6 .0 5 9 3 8 3 0 .19 1.2 6 1.16

P J t4B 3 9 5 2 6 .0 5 4 62 2 4 .0 6 1.17 0 .9 2

P J 14 S 8 56 0 2 7 .3 9 6 7 5 4 2 .6 6 1 .2 0 1.5 6

P J 14 S 6 6 0 5 2 7 .3 9 7 19 4 5 .4 2 1 .19 .6 6

表-4-5-3-1　試験体変形角-覧

梁 主 筋 降 伏 変 形 角
接 合 部 内 横 補 強

筋 降伏 変 形 角

R y】ー(′lO O O rad .)

限 界 変 形 角

R vb C′lO O O rad .) R u (′lO O O ra d .)

P J 7 M l l.8 ー4 0 .0 4 0 .0

P J 4 B 14 .9 4 0 .2

P J 4 S 8 -3 0 . 4 9 .8 4 0 .0

P J 4 S 6 -4 0 . 4 0 .3
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表ヰ5-3-1中の最大耐力時における、接合部のせん断応力度Tpの計算値・実験値は、次

に示す式により算出した。

<計算値を求める方法丈舶) >

-0.8×　0.7　　　　一・・一・(1)

OB :等価コンクリート強度(N/mm-)

<実験値を求める方法川5)>

Tp=

∑〟月

(1 +<?)/<

MB-Qx昔×l

(2

(3

q:最大耐力時層せん断力(N)

H:柱支点間距離(mm)

L:梁支点間距離(mm)

1:梁支点から柱面までの距離(mm)

・f:柱の内法長さに対する梁せいの比

eVc:パネルの有効体積(-tpxjBXjc)

tp:梁幅と柱幅の平均(mm)

jB:梁の応力中心間距離(lTl111)

・h-言(bi図45-3参照)

jc:柱の応力中心間距離(mm)

・-7.
Jc-sc'(Ci=図45-3参照)

図一4-5-3　応力中心間距離

接合部のせん断応力度は、 PJ14B以外の試験体で実験値が計算値を上回る結果となり、

PJ14S8とPJ14S6に関しては1.5倍以上も上回っている。また最大耐力も全ての試験体に

おいて計算値を上回り、全ての試験体が梁の曲げ破壊を起こしていると言える。
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4-5-4　履歴曲線

図-4-5-4に各試験体の層せん断力-層間変形角の履歴曲線を示す。ここでグラフは縦軸

に荷重、横軸に変形角を示し、最大荷重点を◎点、梁主筋の曲げ降伏点を×点、接合部内横

補強筋降伏点を*点で示す。梁曲げ破壊先行型の試験体PJ17M、梁主筋付着破壊先行型の

試験体PJ14Bの2試験体は大変形時に逆Sの履歴ループ形状を描いており、PJ14Bは特に

縦に潰れた形状となっている。せん断破壊先行型の試験体PJ14S8、 PJ14S6は酷似した履

歴形状を描いている。

KU

_ユ亡

0_

手ミ

it
j
*J
哩

-60　-40　-20　0　　20　40　60　80　100　-60　-40　-20　0　　20　40　60　80　100

変形角R (× KTYad.)　　　　　　　　　　　変形角R (× 10-3rad.)

図-4-5-4　層せん断力-層間変形角　履歴曲線
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4-5-5　鉛直変位

図-4-5-5に鉛直変位一変形角関係を示す。ここでグラフは、縦軸に鉛直変位(正側を引

張、負側を圧縮とする)、横軸に変形角を示し、鉛直変位は試験体の柱部分に取り付けたフ

レームからの変位計によって測定した。

初期の軸方向載荷によってまず負方向に変位している。接合部パネルのせん断クッラク

が大きく開いたPJ14S8とPJ14S6試験体の方が他の2体の試験体より鉛直方向への変位が

大きいことが分かる。

1.5

1.0

0_5

0.0

*
V　-0.5
5
- .0

＼ 、 、ご、

+++++++〆考 そ+
顔 .′

蝣> 's
、l㌣∴ l、 ここ:I.二

、-、

メ..′

-60　-40　-20　0　　20　40　60　80　100　-60　-40　-20　0　　20　40　60　80　100

変形角(×10~rad.)

0.5

5!
0.0

奄
V　-0.5
5

変形角(×10 rad.)

Jf / I

、＼ 、 さ 1 . 「 Lか " J d

/ ,' , - , ,

.Jd
蝣y ? メ.

/

-60　-40　-20　0　20　40　60　80 100　-60　-40　-20　0　20　40　60　80 100

変形角(×10 rad.)　　　　　　　　　　　変形角(×10 rad.)

図-4-5-5　鉛直変位
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4-5-6　ひずみ分布

図-4-5-6- I 、図-4-5-6-1に示す試験体梁部分に貼付けた、ストレインゲージによって

計測した主筋のひずみによる、ひずみ-主筋位置関係を図-4-5-6-m-図-4-5-6-VIに示す。

試験体PJ17Mでは中央から左右に130mm、 280mm、 420mm、 560mmの位置、 PJ14Bでは

中心から左右に95mm、 245mm、 385mrll、 525mmの位置、 PJ14S8、 PJ14S6では中心から

105rrllTl、 235mm、 355mm、 475mmの位置に貼付けたストレインゲージによって計測した。

ここでグラフは、縦軸にひずみ(正側を引張、負側を圧縮とする)、横軸に変位計の設置位置

(試験体の中心をOとする)を示すPJ17Mの横軸にはX-±210mmの位置に、PJ14B、PJ14S8、

PJ14S6の横軸にはX-±175mmの位置に点線を引き、接合部部分と梁部分の境界線を表

す。また貼り付けたストレインゲージの打設時の破損、もしくは載荷途中の破損によって

データが取得できていない部分は、空白として線で結んでいる。

IflMIII II軸帥佃輔睦
<ストレインゲージ貼り付け位置　PJ17M>

図-4-5-6-I　ストレインゲージ貼り付け位置
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<ストレインゲージ貼り付け位置　PJ14B　>

<ストレインゲージ貼り付け位置　PJ14S8 PJ14S6>

図-4-5-6-1ストレインゲージ貼り付け位置
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ミ　6000
ヽ-I

患4000
3　2000

ー600　-400　-200　　0　　200　　400　　600　　-600　-400　-200　　　　　200　　400　　600

計測位置(mm)

PJ17M- (彰

計測位置(mm)

PJ17M- ④

-600　-400　-200　　　　　200　　400　　600　　-600　-400　-200　　　　　200　　400　　600

計測位置(mm)

PJ17M -

J】iニ + 2/ 1 0 0 0 - 2 / 10 0 0

】 C> ▼+ 5/ 1 0 0 0 - 5 / 10 0 0

一..一一一一J△ + 10 / 1 0 0 0 A - 10 / 10 0 0

⊥▽..… + 2 0 / 1 0 0 0
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ーぐし + 3 0 / 1 00 0 /¥ - 3 0 / 10 0 0

ー 〔⊃… + 4 0 / 10 0 0 1,P、 - 4 0 / 10 0 0

→ * F N S H

図-4-5-6-Ⅲ　ひずみ分布　PJ17M
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図-4-5-6-Ⅳ　ひずみ分布　PJ14B
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図-4-5-6-V　ひずみ分布　PJ14S8
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4-5-7　曲率分布

各試験体における曲率分布性状を比較するため、試験体梁部分に設置した計16点の変位

測定用変位計による計測値を用いて、載荷中の各変形角における曲率を算出した。

曲率変位計の概念図を図-4-5-7- Iに示す。 Lは同じ位置にある変位計間の距離、 Hは変

位測定点から変位計設置点の距離を表し、 da及びdbは各変位計によって計測された変位に

あたる。ここで下に示す式(1)を用いてそれぞれの部分においての中立軸距離Ⅹが算出され

る。各計測点におけるひずみは式(2)により算出される。これらにより、それぞれの部分に

おける曲率¢　は式(3)により求められる。また図-4-5-71Ⅱに西梁上面・西梁下面・東梁上

面・東梁下面に設置した変位計を示す。

Lxdu
x=　　　　　　　　　　　　　　　　　　(1
d.. +dh

dn

ga=有

gll
e>=^=

X

dh

gb=有‥ ‥ ‥　(2)

gb

L-x
(3)

db

図-4-5-7-I　曲率測定値の概念図

図-4-5-7-Ⅱ　変位計設置図
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試験体PJ17Mは、東西の梁の柱梁打ち継ぎ面からそれぞれ60mm、225mm、450mm、675mm

の位置、その他の試験体では、東西の梁の柱梁打ち継ぎ面からそれぞれ60mm、 175miTl、

350mm、 525mmの位置のボルトに取り付けた変位計により計測した。これらの変位計で計

測した曲率分布を図-4-5-7-IE一　図-4-517-Ⅵに示す。ここでグラフは、縦軸に曲率　4'、横軸に

変位計の設置位置(試験体の中心を0とする)を示す。

60

40

20
(
LL3

⊂)

×　　0
匹7

-9・

浩一20

-40

-60

′へ
IrI

C)

×
)

・各

棟
・臣

-1000-800-600-400-200　0　　200　400　600　800 1000

測定位置(mm)

図-4-5-7-m　曲率分布　PJ17M

-800　-600　-400　-200　　0　　200　　400　　600　　800

測定位置

図-4-5-7-IV　曲率分布　PJ14B

-105-

-+1/1000

-敵　1/1000

0　+2/1000

蝣-2/1000

▲　+3.3/1000

蝣-3.3/1000

†　　+5/1000

轡　-5/1000

◆　+7.5/1000

詛　-7.5/1000

十二二ト一一+1 0/1 000

一一-　-10/1000

0　+15/1000

・⊃　-15/1000

→ゝ-- +20/1 000

1去　　20/1 000

▽　+30/1000

▽　-30/1000

◇　+40/1000

◇　-40/1000

=　+1/1000

-野,・-1/1000

+2/1 000

-　⑳　--2/1000

▲　+3.3/1000

・血・・-　-3.3/1 000

-▼ - +5/1000

腎・・・・ -5/1 000

舎　+7.5/1000

㊥- -7.5/1000

-」.トー+1 0/1 000

し」　-10/1000

----・○　+15/1000

---A:.ト一一一1 5/1 000

・・△　+20/1000

・ム- -20/1000

---▽- +30/1 000

▽・・・・・・ -30/1 000

+40/1 000

く)-・ -40/1000

FIN SH



LL?
⊂)

×

・9・

サ
・邑

(
LJ.)

⊂)

×
)

~9

撰ト

・臣

-800　-600　-400　-200　　0　　200　　400　　600　　800

測定位置(mm)

図-4-5-7-V　曲率分布　PJ14S8

-800　-600　-400　-200　　0　　　200　　400　　600　　800

測定位置(mm)

図-4-5-7-VI　曲率分布　PJ14S6

-106-

+1/1000

---昏　-1/1000

*　+2/1000

-2/1 000

-I-・-▲　+3.3/1000

----搬- -3.3/1 000
-▼-・・ +5/1 000

・・・轡　-5/1000

*　+7.5/1000

⑳　-7.5/1000

・・口　+10/1000

1--- :  10/1000

-0　+15/1000

I C二・一15/1000

一心+20/1 000

I △--20/1000

-　▽　+30/1000

-------▽　- -30/1 000

◇　+40/1000

0　-40/1000

F NISH

蝣+1/1000

--・・・・・迫　蝣-1/1000

+2/1 000

・-　◎　-2/1000

・　+3.3/1 000

-3.3/1 000

・・ V　+5/1000

-　　　-5/1 000

舎　+7.5/1000

-一軒一・ -7.5/1 000

-・　　+10/1 000

--号一一-10/1000

+15/1000

-()- -1 5/1 000

-△-- +20/1 000

-ム　ー-20/1000

サ+30/1,000
▽一一-一一一30/1 000

-◇・・・ +40/1000

・・・◇　-40/1000

・・-※　FINISH



4-6　考察

4-6-1最大耐力と変形能力

図-4-6-1に縦軸を梁曲げ終局強度時層せん断力の計算値と実験値の比とした、全試験体

のせん断カー変形角関係の包絡線を示す。全ての試験体において縦軸が1を上回っている。

すなわち最大耐力は梁曲げ終局時層せん断耐力を上回っているため、全ての試験体におい

て梁曲げ破壊を起こしていると考えられる。

また本研究で限界変形角と定義する最大耐力の80%まで耐力が低下した点は全ての試験

体において約40/lOOOrad.であり、その後、一方向載荷による載荷装置の限界までの加力に

よる大変形においても急激な耐力低下はなく、高い変形性能を有していることが確認でき

た。

接合部せん断破壊先行型でせん断余裕度80%のPJ14S8と、 60%のPJ14S6の2試験体

は極めて酷似した包絡線を描いている。これは鋼繊維の影響による接合部パネルのせん断

耐力上昇によって、接合部せん断破壊先行型の試験体においても梁曲げ耐力で最大耐力が

決まったことによると考えられる。
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4-6-2　接合部パネルのせん断変形

接合部のせん断変形は図-4-6-2- Iに示す変位計によ

り測定する。その結果をせん断応力度-せん断変形角関

係図として示す。せん断応力度は4-2に示す求め方、せ

ん断変形は次に示す方法で算出した。

<せん断変形角>

変位計の設置状況を図-4-6-2- Hに示す。

測定距離dは式(I)で与えられる。

d= x2+y2--一・一(1)

○

000
。0。

m SBsŷ 'r?
ヨ

000
ooo

図-4-6-2-I　変位計設置図

図-4-6-2-1に示す正方形が平行四辺形になるものと仮定し、

各試験体の変形時状態を図-4-6-2-mに示す。

ここで∠OAB-α

∠OBA-β

C:点Oから辺ABにおろした垂線の長さ

a:辺ABと垂線の交点から左側の長さ

b :辺ABと垂線の交点から右側の長さ

in　=
(d+Ad)

2

(∫+ △J)

2

I :平行四辺形のもう一方の対角線の長さ

h:平行四辺形の高さ

6 :せん断変位

† :せん断変形角

c

三角形△oABにおいて　　slnα -二　　COSα -二
m           m

sinβ二三　cosβ=旦
n n

α

」-

l

l

l

l

l

l

I

l

1-
二
-「

l

l

l

l

l

l

l

l

-「

図-4-6-2-E　変位計設置位置

図-4-6-2-IE　変形時概念図

%

tanαニー　　　　　　　(2)

α

mfi--　　　　　(3)

三角関数の公式より　　sin α+COS-α-1　sin-〟+COS-β-1 - - - (4)

-108-



式(2)(3)(4)より
C2+α2　c2+∂2

/1了　　/～

n2(c2 +a2)-m2(c2 +b2)

また三角関数の公式より　　1+tan-α=

つ　　2

1+^-空
っ

α~　　α~

また図より　　a+b-x

よって式(5)(6)(7)より　　a-x-b

1

つ

cos a

v

x-+n-一m2

・(5)

(6)

x、 y、 m、 nは測定結果から求まるのでa、 b、 Cが求まる。

図より　　h-(d+△d)sinα-2m--1c
m

L-(d+△d)cosα-2m一旦-2a
m

S=L-x

∂

tan/首

したがってせん断変形角は/=tan-i旦・一一一　(8)
h
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せん断応力度Tl,と、せん断変形角γを用い、実験開始時から変形角4%までのせん断応力

痩-せん断変形角関係の履歴曲線を図-4-6-2-IVに示す.ここでグラフは縦軸にせん断応力

度、横軸にせん断変形角を示す。

梁破壊先行型の試験体においては、接合部パネルのせん断変形角は小さく試験体の最大

せん断応力には至っていないと考えられる。これは、破壊が梁に集中したため接合部パネ

ルの変形が進行しなかったためと考えられる。また接合部せん断破壊先行型試験体におい

ては大変形時に耐力低下が見られ、層せん断カー変形角関係の履歴曲線と酷似した履歴曲線

を描いていることが確認できる。よって梁曲げ破壊先行型、梁主筋付着破壊先行型の2試

験体と接合部せん断破壊先行型の2試験体において、接合部パネルの変形に大きな差があ

ることが確認できた。
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図-4-6-2-1V　せん断応力度-せん断変形角履歴曲
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4-6-3　各部位の変形負担

接合部のせん断変形による変位6Sと、梁の曲げ変形のよる変位6mにより、層間変位のそ

れぞれの変形が負担する変形成分の割合を求める。

接合部のせん断変形による変位6Sはせん断

変形角γを用いて、式(9)で与えられる。

siny-告より∂、-L・siny- (9)

γ:せん断変形角(4-6-2より)

L :柱梁の打ち継ぎ面から荷重点までの距離

梁の曲げ変形による変位6mは4-5で求め

た曲率q)を用いて、式(10)で算出した。

図-4-6-3- Iせん断変形による変位8S

図-4-6-31Ⅱ曲率分布

^ -^-/,-(Z-|)+^-/2-(Z-′11告)+%./3.(I-/i-/2-|)+^4./4.(」-/i-/2-/3-^)

(10)

1 :変位測定点から変位計設置点の距離　(図-4-6-2-Ⅱより)

L:柱梁の打ち継ぎ面から荷重点までの距離　(図-4-6-2-nより)

接合部のせん断変形のよる変位6Sに、式(10)から得られた東梁・西梁のそれぞれの曲げ変

形による変位6mを加えた値を総変位6として、変位計により測定された層間変位に対する

割合を算出し、限界変形角である変形角30/lOOOrad.までの正載荷ピーク時における試験体

の変形成分の割合を図一4-6-3-IEに示す。総変形は全ての試験体において100%にならない

が、梁・接合部以外のその他種々の変形、および計測時・計算時等の誤差によるものであ

ると考える。

梁曲げ破壊先行型の　PJ17M　と梁主筋付着破壊先行型の　PJ14B　は載荷初期から

30/lOOOrad.の大変形まで、一貫して接合部変形が全体の20%以下であった。梁の曲げ変形

については、梁曲げ破壊先行型の試験体PJ17Mは大変形時にも大きな変化は無いが、梁主

筋の付着破壊先行型の試験体PJ14Bは変形角20/lOOOrad.を超える大変形時に曲げ変形の割
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合が上昇している。この上昇は梁主筋の抜け出しによる変形増加分が梁端部の曲げ変形と

して測定されたものであると推測される。

これに対して、接合部せん断破壊先行型の2試験体は変位が進むにつれて接合部が全体

に占める割合が大きくなっている。しかし、せん断余裕度が60%のPJ14S6においても接

合部変形は全体の30%に満たない割合で、梁の曲げ変形の占める割合の方が大きい結果と

なっている。

接合部せん断破壊先行型の2試験体を比較すると、細かい差は見られるものの、変形成

分に目立った違いが確認できなかった。これは、これらの試験体が接合部のせん断耐力で

はなく、梁の曲げ耐力によって最大耐力が決まっていることに起因すると考えられる。
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4-6-4　等価粘性減衰定数

等価粘性減衰定数の計算方法文献6)を以下に示す。

建物を構成する部材が、動的な外力を受けると復元力と

変位の関係は、減衰のために図-4-6-4-Iのような形を描き

ます。この軌跡を荷重変位履歴ループと呼ぶ。このループの

面積(』W)と三角形面積(』OAB)から求めた次式

Heq- ^W/(4tt XZIOAB)

これを等価粘性減衰定数(Hen)と呼ぶ。その大きさは弾性時

で、 Heq-0.002- -0.005程度である。
図一4-6-4- I

荷重変位履歴ループ

図-4-6-4-Ⅱに同一変位における2回目の繰り返しループ時の等価粘性減衰定数を示す。

せん断破壊先行型の2試験体の等価粘性減衰定数は、ほぼ同様に直線的な増加の傾向が見

られる。梁主筋付着破壊型の試験体PJ14Bは、せん断破壊先行型の試験体と同様に直線的

に増加しており、基準試験体であるPJ17Mと比較すると、変形角15、 20/1000rad.におい

ておよそ半分の値となっている。破壊経過に差がみられるものの、試験体の破壊状況に顕

著な梁主筋の付着破壊が見られず、また限界変形角40/1000rac‖こおいては全ての試験体に

おいて同等の値になっていることより、梁主筋定着長の差による破壊形式の違いはみられ

なかった。
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4-6-5　鉄筋ひずみ

図-4-6-2に梁主筋と横補強筋のひずみ-変形角関係を示す。載荷ピーク時の梁主筋のひず

みと接合部内の横補強筋ひずみを比較し、降伏のタイミングを確認する。ここでグラフの

縦軸は鉄筋のひずみ測定値と降伏ひずみ計算値の比を示し、横軸に変形角を示す。

梁主筋のひずみについては、試験体PJ14S6のみが終局状態においても降伏に至ってい

ない。また試験体PJ14S8の梁主筋ひずみも降伏ひずみに達したのは変形角30/lOOOrad.の

大変形時であった。また接合部パネル内の横補強筋のひずみについては、試験体PJ14Bの

み終局に至るまで降伏点に至らなかった。これは、梁主筋付着破壊先行型の試験体は梁に

破壊が集中したため、せん断破壊先行型でせん断余裕度60%の試験体は接合部パネルに破

壊が集中したためであると考えられる。
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図-4-6-5　鉄筋ひずみ分布
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4-6-6　接合部せん断力評価式の適用性

図-4-6-6-Iに靭性保証型設計指針によるコンクリート強度とせん断応力度の関係式、お

よび本研究において2004年度に行った全断面UFCを用いた柱梁接合部の実験結果との関係

を示す。グラフは縦軸に実験値から求めた接合部せん断応力度、横軸にコンクリート強度を

示す。また図-4-6-6-Hに、金久保らの研究による鋼繊維の影響を考慮した評価式文献6)を示

し、各試験体の等価コンクリート強度をNewRC総プロによる提案式で評価し、図-4-6-6-

Iによる設計時の関係と比較する。

下に鋼繊維の効果および等価コンクリート強度の評価に用いた式を記す。

I ) NewRCによる横補強筋の効果を考慮したコア強度算定式

fc-Fc-(l+Ca-pv o-wy/Fc) (N/mm2)

Ca-4.41 α ・ β(ト1.24S!D)

(式-4-6-6- I )

コア断面積(mm2) Fc:crBXO.85 (N/mm-) 0-B:コンクリートの圧縮強度　仰/mm)

‥帯筋比　wy・帯筋の降伏強度(N/miTT)

β :中子筋の本数(n)による補正係数

∩ 0 1 2 3

α 0 .7 0 .7 7 5 0 .8 5 0 .9 2 5

β 0 .6 5 7 0 .9 1 1 0 .9 4 8 0 .9 6 4

帯筋の間隔(llmm) D:柱せい(m111)

また、せん断耐力算定に用いるコンクリート圧縮強度crBは、横補強筋内部で拘束された

部分のコンクリート強度となる。横補強筋内部での外殻とコアと鉄筋の断面に応じて求め

た等価コンクリート強度　obを図-4-6-6に示す。

坤" ■鵜" " " " " " " " -
外 殻 UF C コア

澤

車蛋

( PF詔 雷 撃:: AUFCUFC ∃謂 雷 == 告

5、、.ミミ1=1、

S^ B - (A 間 :】4 )×Jure + 4 ×fC

AVl-V ーA ,+ A ,.m i

図-4-6-6　等価拘束コンクリート強度算出時のscB
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Ⅲ)鋼繊維の効果を考慮したせん断応力度評価式文献6)

tu=k・q>'Fj+　aT X

Fj-Oi xobO.7

。A

(pA　蝣cA)

金久保氏の研究より　ctt-ll.2(N/mm-)

pA:外殻部(UFC)断面積
cA:コアコンクリート断面積

(式-4-6-6- 1 )

図-4-6-6- Iに示す靭性保証型設計指針による既往の評価式( T ,-0.8× o bO.7¥においては、

梁曲げ破壊先行型の試験体PJ17Mは実験値が計算値を上回っている。しかし終局状態を確

認すると接合部の損傷は少なく、この試験体は接合部パネルのせん断破壊を起こしていな

いと考えられる。図-4-6-6-Ⅱにおいて、最も損傷の少なかった試験体PJ14Bは大幅に評価

式をf回り、梁曲げ破壊先行型の基準試験体PJ17Mが評価式に沿った値となった　4-6-2

の図-4-6-2-IVより、 PJ17MとPJ14Bの2試験体は最大応力度に達していないため、図中

の値は最大ではないと考えられる。

接合部せん断破壊先行型の2試験体においては評価式の値を大幅に上回り、評価式の曲

線に沿う形にならなかった。鋼繊維を考慮した評価式によって実験値が計算値に若干近づ

いたが、まだ何らかの要因でパネルのせん断耐力が過小評価となっている。

そこで、図-4-6-6-1に外殻部分のみがせん断力を負担していると仮定して、鋼繊維の効

果であるaT-ll.2(N/mm-)の値を全断面として加えた評価式を示すO　またそのとき、コアコ

ンクリートを無視するため、等価コンクリート強度もUFCの強度である223N/mm2とする。

これによると、せん断破壊を起こしている試験体全てが評価式に極めて近い値となってい

る。また、パネルがせん断破壊していない試験体においても全ての試験体が評価式を下回

っており、破壊状況と一致するo　外殻プレキャスト部材におけるせん断力の負担に対して

解析等による検証が必要であると考えられる。
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4-6-7　接合部せん断破壊先行型における破壊の比較

写真-4-6-7に示すように、接合酢せん断破壊先行型の2試験体において、せん断余裕度

60%のPJ14S8よりも80%のPJ14S6の方が終局状態におけるせん断クラック幅が大きく、

破壊が激しいように見える。また変形角40/lOOOrad.を見ると、大きなせん断クラックが確

認できるタイミングはせん断余裕度の80(Xである試験体PJ14S8の方が先であるUここで、

データによる接合部せん断破壊先行型の2試験体の比較検討を行う,I

PJ14S8 (せん断余裕度80%)

R-40月OOO(rad.)

PJ14S6 (せん断余裕度60%)

R-40/i OOO(rad.)

写真-4-6-7　せん断クラック発生状況
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図-4-6-7に変形角40/1000rad.までの変形角せん断変形角関係のグラフを示す。縦軸をせ

ん断変形角γ、横軸を変形角Rとする。これによると、変形角30!lOOOrad.までの変形にお

いてはPJ14S8、 PJ14S6両試験体のせん断変形角に大きな差はないが、変形角40/lOOOrad.

において大きく差が開いている。写真-4-6-7では変形角40/1000rad.において、一見すると

試験体PJ14S8の方が接合部の破壊が進行しているように見えるが、試験体PJ14S6の接

合部パネルには細かいせん断クラックが多数発生しており、試験体PJ14S8よりもせん断

変形が大きくなっているものと考えられる。

また、写真-4-6-5の鉄筋ひずみ分布よりせん断余裕度80%のPJ14S8においては梁主筋、

接合部内横補強筋共に降伏ひずみに至っているのに対して、せん断余裕度60%の試験体

PJ14S6においては梁主筋が降伏ひずみに至っていないことより、せん断破壊先行型の2試

験体にはせん断余裕度の差の通り、破壊傾向に違いが見られる。

ゝ_

嘩こ
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義
々
車

15
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5

・PJ14S8

PJ14S6

せん断余裕度60%

＼　＼

ゴ

-　　　●

メ/∴せん断余裕度80%
0　　5　10　15　20　25　30　35　40　45

変形角R(×10 rad.)

図-4-6-7　せん断変形角一層間変形角関係
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4-6-8　破壊形式

4-6-1から4-6-7までの考察事項を踏まえて、ここで本実験における各試験体の破壊形式

を明らかにするC, 4-5-3の実験結果で用いた表-4-5-3-I 、表4-5-3-n、また試験体終局状

況を確認する写真-4-6-8を下に示す。,

秦-4-5-3-I　試験体耐力一覧

試験 体

計算 値 文献一一 実験 値 ll献六.)

*m ax ll̂ p
梁曲 げ終 局強度 時 接 合部

最 大 耐 力

(kN )

接 合部

層せ ん断耐力 せ ん断応 力度 せ ん断応 力度 /Q m u ′T一一

bQ nーし (kN ) uT一一(M P a)Jt… て (M P a ) Lt二一

PJ 7 M 7 4 5 2 6 .0 5 9 3 8 30 . 9 .2 6 . 6

P . 4 B 3 9 5 2 6 .0 5 4 62 24 .0 6 . 7 0 .9 2

PJ 4 S 8 5 6 0 2 7 .3 9 6 7 5 4 2 .6 6 1 .2 0 .5 6

P.I14 S 6 6 0 5 2 7 .3 9 7 19 4 5 .4 2 1 .19 1 .6 6

義-4-5-3-n　試験体変形角一覧

梁主 筋 降 伏 変形 角
接 合 部 内横 補強

筋 降 伏 変 形 角

R 〉′一. (/lO O O rad .)

限 界 変 形 角

R yb C/lO O Orad .) R u (/IO O O ra d .)

P J 7 M l t .8 -4 0 .0 4 0 .0

P J 4 B 4 .9 4 0 .2

P J t4 S 8 -3 0 .1 4 9 .8 4 0 .0

P J 4 S 6 ▼4 0 -I 4 0 .3

写真-4-6-8　試験体終局状態
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<PJ17M　梁曲げ破壊先行型>

梁曲げ破壊先行型で設計した試験体PJ17Mは、梁曲げ終局時せん断耐力が計算値を上回

っており、また4-6-2による接合部せん断変形の考察より接合部せん断応力度は最大応力

に達しておらず、写真4-6-8の終局時写真からも接合部の損傷が少ないことが確認できる。

よって試験体PJ17Mは「梁曲げ破壊」による終局であると考えられる。

<PJ14B　梁主筋付着破壊先行型>

梁主筋付着破壊先行型の試験体PJ14Bは、 PJ17Mと同様に梁曲げ終局時せん断耐力は

計算値を上回り、接合部せん断応力度は最大応力に達していない。 4-5-4に示す履歴曲線は

縦に潰れた履歴ループを描いており、また4-6-4による等価粘性減衰定数の考察より、大

変形とされる変形角15、20/1000rad.でのheqの値はPJ17Mのものと比べて大幅に小さいが、

しかし接合部せん断破壊先行型の試験体とheqの値は同等の値であった。また写真416-8か

らも顕著な梁主筋付着破壊の挙動は確認できず、梁主筋の付着破壊は起こっていないもの

と考えられる。よって試験体PJ14Bは「梁曲げ破壊」による終局であると考えられる。

<PJ14S8　接合部せん断破壊先行型余裕度80%>

接合部せん断破壊先行型でせん断余裕度80%の試験体PJ14S8は、梁曲げ終局時せん断

耐力の計算値を上回っており、写真-4-6-8からも梁の損傷が大きいことが確認できる。同

時に接合部パネルにも大きなせん断ひび割れが確認でき、また4-6-2の接合部せん断変形

の考察に示す図-4-6-2のせん断応力度-せん断変形角関係の履歴曲線より、接合部が大変形

を起こし、耐力の低下も起こっていることが確認できる。よって試験体PJ14S8は「接合部

せん断破壊および梁曲げ破壊」による終局であると考えられる。

<PJ14S6　接合部せん断破壊先行型余裕度60%>

接合部せん断破壊先行型でせん断余裕度60%の試験体PJ14S6は、 PJ14S8と大きな差

が見られず、接合部のせん断耐力を梁曲げ終局時せん断耐力の60%に設計しても最大耐力

は、梁曲げ終局時せん断耐力の計算値を上回った。しかしPJ14S8が梁主筋、接合部内横補

強筋の双方が降伏ひずみに至ったのに対して、 PJ14S6は梁主筋が降伏ひずみに至っておら

ず、梁曲げ破壊は起こしていないものと考えられる。よってPJ14S6の破壊形式は「接合

部せん断破壊」による終局であると考えられる。
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4-7　まとめ

超高強度繊維補強コンクリート柱梁接合部において、梁主筋の定着長と接合部せん断耐

力を実験因子として行った復元力特性試験により、以下の知見が得られた。

(1)最大耐力と変形能力

全ての試験体で最大耐力が梁曲げ終局時せん断耐力の計算値を上回り、また接合部せん

断耐力は最大応力に達した接合部せん断破壊先行型の2試験体においては大幅に評価式の

計算値を上回り、最大応力に達していない梁曲げ破壊先行型、梁主筋付着破壊先行型の試

験体においては概ね評価式に沿った値となった。

(2)梁主筋定着長の評価式の適用性

梁主筋の定着長が規定を満たさない梁主筋付着破壊先行型の試験体は、梁曲げ破壊によ

って終局状態に達しているが、履歴曲線の形状、等価粘性減衰定数、梁の曲げ変形の性状

が梁曲げ破壊先行型の試験体と異なり、梁主筋定着長が規定を満たしていないことによる

影響が見られるが、破壊に顕著な挙動の差が確認できず、梁主筋の付着破壊は起こしてい

ないものと考えられる。よって鋼繊維が付着に付与すると考えられる。

(3)接合部せん断耐力の評価式の適用性

鋼繊維の効果を考慮し、また高強度コンクリートを用いた外殻プレキャスト部材の等価

コンクリート強度式を用いた評価によると、接合部せん断応力度が最大耐力に至ったせん

断破壊先行型の試験体2体は、鋼繊維を考慮した評価においてもせん断応力度の計算値を

実験値が大幅に上回る結果となった。ここでせん断力を外殻部分のみが負担すると仮定す

ると、実験値が評価式に極めて近い値となり、外殻プレキャスト部材においては外殻UFC

のみで接合部パネルにおけるせん断力を負担すると考えられる。よって接合部せん断耐力

は等価コンクリート強度ではなく、外殻UFC強度で評価する。
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(4)破壊形式

<pJ17M>　梁曲げ破壊先行型で設計された本試験体は、接合部パネルに大きな損傷もな

く、梁曲げ終局時せん断耐力の計算値を上回り「梁曲げ破壊」により終局に至

った。

<PJ14B>　梁主筋付着破壊先行型の本試験体は、梁曲げ破壊先行型の試験体PJ17Mと比

較して等価粘性減衰定数、梁の変形性状に差が見られたが、破壊傾向は同様で

あり、写真からも顕著な差異が確認できないため、 「梁曲げ破壊」によって終局

に至ったと考えられる。

<pJ14S8>　接合部せん断破壊先行型でせん断余裕度80%の本試験体は、接合部に大きく

せん断ひび割れが発生しており、接合部せん断耐力の低下も確認されたが、梁

曲げ終局時せん断耐力の計算値を最大耐力が上回っているため「接合部せん断

破壊および梁曲げ破壊」によって終局に至っていると考えられる。

<PJ14S6>　接合部せん断破壊先行型でせん断余裕度60%の本試験体は、 80%の試験体と

ほぼ同様の破壊傾向であったが、大変形時においても梁主筋が降伏ひずみにい

たらなかったため、 「接合部せん断破壊」によって終局に至ったと考えられる。

以上より、梁曲げ破壊先行型PJ17M、接合部せん断破壊先行型でせん断余裕度60%の

PJ14S6は設計通りの破壊を起こし、梁主筋付着破壊先行型の試験体PJ14Bは鋼繊維の影

響により付着破壊が起こらず、せん断余裕度80%の試験体は鋼繊維の影響によるせん断耐

力の上昇により、接合部せん断せん断破壊と梁曲げ破壊の双方が起こっていた。
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